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Studies on Migration and Causes of Stock-size Fluctuations 
in the Northern Japanese Population of Spear Squid, 

Kingo ITO

Abstract: To better understand the causes of stock-size fluctuations of the spear squid population in 
northern Japan, its distribution and migration were examined in a tag-and-release survey, and the 
relationship between stock abundance and environmental conditions was examined. The population 
occurs from Hokkaido to the Noto Peninsula (Honshu Island) in the Sea of Japan, and from the east 
of the Oshima Peninsula (Hokkaido) to Iwate Prefecture (nartheast Honshu) in the Pacific. Results of 
mitochondrial DNA sequence analyses showed no intraspecific genetic divergence in the population, 
but catch analysis and the tagging studies suggest it might form a metapopulation. The population 
has a winter- and a spring-spawning group, and the spawning grounds are largely determined by the 
flow of the Tsugaru Current. Measurements made on spawning stocks during 1999-2005 showed that 
the mantle-length composition of males and the proportion of small males (sneakers) in the population 
were highly variable, whereas the sex ratio and the mantle-length composition of females varied less. 
The influences of water temperature and salinity on the embryonic development of eggs collected from 
the field were examined. The optima for development were 12.2℃ and 36.0 psu,  and the lower limits 
for normal development were 8.3℃ and 28.0 psu. No embryos survived at temperatures below 5.2℃. 
Comparison of catch rates and environmental conditions showed that the migration pattern of the 
spawning stock is related to water temperature and currents. Models to predict catch amounts and 
when the seasonal catches begin were developed. Fluctuations in abundance were related to water 
temperature during the spawning season and the early life stage (<100 mm mantle length) of the squid. 
A simulation showed that the catch value and stock size of adults increased when the catch of immature 
squid was prohibited.

Loligo bleekeri

※　北海道大学審査学位論文（2006）（掲載に際し投稿規定に従って一部修正した）
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緒　　言

　ヤリイカ（Loligo bleekeri，ツツイカ目ヤリイカ
科）は，北海道道東海域を除く九州までの日本列
島と韓国の陸棚～沿岸域，および東シナ海から黄
海の浅海域に分布し，日本で漁獲されるイカ類の
中でも市場価格が高く，沿岸漁業の主要対象と
なっている（Natsukari and Tashiro，1991）。
しかし，その漁獲の年変動は大きく，日本海南西
海域の２そうびき沖合底びき網漁業では，1977年

の13,700トンをピークに減少し続け，2003年には
16トンと1977年の僅か0.1％となっている（田，
2005）。また，都道府県別に見て近年最も漁獲量
が多い青森県では，1980年の4,600トンをピーク
に減少し，1985年には540トンと過去最低を記
録，その後は増加に転じ，1990～2001年は2,000
～3,600トンの間で推移している（伊藤, 2002）。
この大きな漁獲年変動が，漁業経営を不安定にさ
せ，水産物流通関係者の経営上の不安要素となっ
ている。そのため，精度の高い漁況予測や資源管
理を望む漁業関係者が多い。
　ヤリイカの安定的な資源利用と，高精度の漁況
予測や資源管理手法を確立するためには，資源変
動の単位となる繁殖個体群の特定と，各地方個体
群の分布・回遊を含めた生活史などの知見の蓄積
が不可欠である。そこで，ヤリイカの生態に関す
る知見を以下に整理する。
　日本周辺に分布するヤリイカの地域繁殖群を単
位とする個体群構造については，新谷（1988）
が，生態に関する知見と漁獲量の地域的特徴など
から，山口・島根県沖の陸棚上を中心とした能登
半島の西側から東シナ海に至る日本海南西部の個
体群，青森県沿岸（太平洋側を含む）を中心とし
た能登半島の東側から北海道西岸に至る北日本の
個体群，常磐沿岸を中心とした三陸から房総付近
までの太平洋北部の個体群と，四国沿岸を中心と
した中部地方から九州に至る間の太平洋南部の個
体群に分かれるだろうとして，４つの地方個体群
を想定した。しかし，新谷（1988）は，この見解
について，ごく大雑把な仮説の域を出ないもので
あり，今後，多くの生態学的知見の集積が必要で
あるとしている。また，青森県では，冬と春で産
卵回遊経路，産卵水深，体サイズおよび雌雄比に
違いがあるとして，２つの産卵群が存在すると推
測されている（田村ら，1981）。アイソザイム分
析では，日本海側と太平洋側で遺伝的差異は認め
られていない（藤尾ら，2004）。最近では，新谷
（1988）が示した日本海南西部個体群と北日本個
体群を合わせて対馬暖流系群，太平洋北部個体群
と太平洋南部個体群を合わせて太平洋系群とし
て，２つの系群に分けて資源評価が行われている
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（田，2005; 梨田・阪地，2005）。このように，
ヤリイカの個体群構造は不明瞭となっている。そ
のため，ヤリイカの地方個体群間での遺伝的交
流・独立性の有無について検証する必要がある。
　ヤリイカの分布と回遊については，漁獲加入群
を対象にして1980年代に日本海沿岸海域において
精力的に標識放流試験が行われ（横山, 1983; 涌
坪, 1987; 新潟県, 1984; 石川県, 1988; 北沢ら, 
1989），冬は津軽海峡を西進し日本海を南下，春
は日本海を北上し，津軽海峡を東進することが示
されている（涌坪, 1987; 佐藤, 1990）。また，ヤ
リイカが好適水温帯を求めて移動するため，水温
の下降期に当たる冬は南下傾向，水温の上昇期に
当たる春は北上傾向を示すとし，その好適水温帯
を９～12℃と推定している（佐藤, 1990）。孵化
幼生から未成体については，丸稚ネット，ビーム
トロールや板曳網等のネット採集により調べられ
ている。日本海においては，外套背長３～９mm
の幼体は４～６月に水深10～100mの海域に分布
し（田村ら, 1981; 佐藤, 1987），日中は底層近く
に夜間は表層まで浮上するなどの日周鉛直移動が
知られている（大野ら, 1981B; 佐藤, 1987）。ま
た，ヤリイカは，外套背長９mm以上に成長する
と，水深30～40m程度の砂質の海底へと生活の場
を移し（田村ら, 1981），その後，昇温とともに
沿岸域から沖合域へと生息場所を移し，高水温期
には陸棚域で成長することが報告されている（大
野ら, 1981A; 田村ら, 1981; 新潟県, 1984; 佐藤, 
1987）。しかし，これらの知見は断片的であり，
一つの個体群について分散，分布・回遊を明らか
にした研究はない。
　ヤリイカの成長と寿命に関しては，島根県沖に
生息するヤリイカについて，平衡石の日齢解析に
より雌雄別の成長式が推定され，外套長150mm
を超えると雄の方が雌よりも成長が良くなるこ
と，さらに寿命が1年であることが明らかにされ
ている（木下, 1989）。ヤリイカの餌生物は，孵
化後はカイアシ類を捕食し，成長とともにオキア
ミ，小型魚類，ヤリイカなど大型の餌料へと変化
することが報告されている（佐藤，1991）。しか
し，北日本海域での成長様式に関する知見が少な

く，かつ，成長と環境との関りについての報告が
ない。
　ヤリイカの繁殖に関しては，交接行動，産卵行
動，天然の産卵床および卵嚢の性状についての観
察記録がある（諫早・佐久間, 1934; 諫早, 1934; 
浜部・清水, 1957; 五十嵐・又野, 1986; 赤羽ら, 
1981; Baeg, 1993）。交接行動に関しては，雄が
雌の外套腔内に交接腕を挿入して輸卵管腺開口部
に精莢を渡すmale-parallelと，雌の口部貯精嚢付
近に精莢を渡すhead-to-headの２つの交接様式が
観察されている（Iwata et al., 2005）。産卵場は
沿岸の岩礁域に形成され，ゼリー状に包まれた卵
嚢が岩棚や転石などに産み付けられる（田村ら，
1981）。室内実験において，雌１個体が最大34本
の卵嚢を産出した例がある（五十嵐・又野，
1986）。卵嚢の長さは95～136mmで，１卵嚢中
に55～80個の卵が含まれている（赤羽ら，
1981）。卵巣の発達様式は非同時型であり
（Baeg et al., 1993），多回産卵するとされてい
る。雌１個体の卵巣と輸卵管内の総卵数は2,400
～11,200粒と推定されている（北沢，1988）。産
卵海域は，日本海沿岸（石井・村田, 1976; 赤羽
ら, 1981; 山形県, 1986; 新潟県, 1984; 大野ら, 
1981b），太平洋側の茨城県（藤本, 1985），愛
知県（冨山,  2002）および高知県（通山ら, 
1987）の沿岸水深100ｍ以浅で確認されており，
産卵期は冬季～春季と報告されている。卵発生と
水温との関係については，いくつかの卵発生実験
が行われ（諫早, 1934; 浜部, 1960），Baeg et al
（1992）は発生過程を28段階に区分し，11.4～
20.6℃の水温範囲で卵が正常にふ化すること
（Baeg，1993），また，６℃以下の低水温がふ
化率を低下させることが明らかにされている
（Lima，1999）。北日本の沿岸域では６℃以下
に低下することがあり，また，極沿岸域で河川水
の影響を受ける可能性もある。しかし，卵発生に
対する水温の期間や塩分の影響についての知見は
ない。
　ヤリイカの資源変動と海洋環境との関係につい
ては，ヤリイカの発生時期にあたる１～６月の本
州北部沿岸における水深50m層水温と青森県のヤ
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リイカ漁獲量との間に相関があること（長沼，
2000），1980年代後半の寒冷から温暖への水温レ
ジームがヤリイカの漁獲量変動とよく符合するこ
とが報告されている（桜井，2001）。また，
Sakurai et al.（2002）は，卵発生過程における水
温が再生産の成否に関与している可能性を指摘し
ている。漁況予測に関しては，田村ら（1981）
が，八戸の11～12月の漁獲量と青森県日本海の12
～２月の漁獲量に正の相関関係があることから，
八戸の漁獲量をもとに青森県日本海の漁獲量が予
測できる可能性を示したが，その後のデータには
相関が認められない。資源変動要因の解明と漁況
予測手法の確立が望まれるところである。
　以上のように，ヤリイカの生態に関する知見は
多いものの，本研究で対象とする北日本個体群の
分布・移動の範囲，他の地方個体群との遺伝的関
係，さらに，経年的な資源変動に影響を与える環
境要因などについては不明の点が多い。そこで，
本研究では，青森県で最も多く漁獲される北日本
個体群を資源変動解明の単位とすることの妥当性
の検討を行い，その分布回遊と資源変動要因を明
らかにすることを目的とした。具体的には，日本
周辺のヤリイカ地方個体群間での遺伝的交流・独
立性の有無，漁獲状況と調査船による採集調査に
基づく分布特性，および標識放流などによる回遊
経路を調べ，資源変動解析のための北日本個体群
を定義した。次に，北日本個体群の成長様式，繁
殖特性を明らかにし，再生産・加入過程の成否に
対する環境要因，あるいは漁獲の影響について検
討した。最後に，漁場水温，漁場の時空間変化と
海洋環境との関係を調べ，それらのデータに基づ
いて，資源変動要因，漁況予測手法および資源の
有効利用について考察した。

第１章　北日本個体群の定義，
　　　　およびその分布回遊
日本周辺に分布するヤリイカは，日本海南西

部，北日本，太平洋北部，太平洋南部の４つの
地方個体群で構成されるだろうと想定されてい
る（新谷，1988）。しかし，この見解は，ヤリ
イカの資源変動の特徴を見るために便宜的に区

分されたものであり，地方個体群間の独立性の
有無は検証されていない。このうち，青森県で
漁獲される北日本個体群は，冬または春に産卵
のピークを持つ２つの産卵群が存在すると推測
されている（田村ら，1981）。しかし，アイソ
ザイム分析では，日本周辺のヤリイカに種内分
化は認められていない（藤尾ら，2004）。この
ように，ヤリイカの個体群構造は不明瞭となっ
ている。最近，高変異性領域の塩基配列分析の
研究が急速に進展し，ミトコンドリアDNAのコ
ントロール領域などにより，アイソザイム分析
では検出しえなかった極めて遺伝的分化レベル
の低い地方集団を識別できる可能性が示されて
いる（谷口，1999）。

そこで本章では，高変異性領域を用いた遺伝
学的方法，標識放流法および漁況学的方法（久
保・吉原，1969）により，青森県で最も多く漁
獲される北日本個体群について，資源変動解明
の単位とすることの妥当性の検討を行い，その
分布・回遊を明らかにすることを目的とした。

1.1ミトコンドリアDNA塩基配列分析による地方群
　  間の遺伝的差異の検証

藤尾ら（2004）は，1986～1988年に本州日本
海側の各地，北海道函館市および本州太平洋
（福島県）から計1,357個体のヤリイカを採集し
て，アイソザイム分析を行った。14遺伝子座に
よる遺伝的解析の結果，日本海側と太平洋側と
もに遺伝的差異は認められなかった。ヤリイカ
と同属であるアメリカケンサキイカ（L ol igo 

perlei）とアメリカヤリイカ(L. plei)では，ミトコ
ンドリアDNA（以下，mtDNAと略記する）の
多型解析により両種とも種内個体群の分化が認
められている（Herke and Foltz, 2002）。近
年，mtDNAのコントロール領域が，個体群レベ
ルの解析によく用いられている（松井・小池，
2003）。最近，ヤリイカのmtDNAの全塩基配列
が解読されたことにより（Tomi t a  e t  a l . , 
2002），mtDNAの塩基配列分析のプライマー設
計が容易になった。そこで，mtDNAの高変異性
領域を調べ，高変異性領域の塩基配列分析によ
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る地方個体群間の遺伝的差異の検証を行った。

材料と方法
ヤリイカのmtDNAの高変異性領域を調べるた

め，COⅠの前半，16S rRNAの前半，非コード
領域のNC4，NC8，NC16の５つの領域の塩基配
列を決定し，変異性を比較した。分析には，
2004年１～５月に青森県深浦町，千葉県および
愛知県の沿岸で採集されたヤリイカ計12個体を
用いた。各領域を増幅する際のプライマーは，
COⅠ前半には5’-TTT CCA CAA ATC ATA 
AAG ATA TTG G-3’(LBCO1F)と5’-TAC ACT 
TCT GGG TGC CCA AAA AAT CA-3 ’ 
(LBCO1R)を，16S rRNA前半には5’-CCG GTC 
TGA ACT CTG ATC AT-3’ (LB16SF) と5’-CGC 
CTG TTT ATC AAA AAC AT-3’(LB16SR)を，

NC4（図1-1）には5’-GAA AGG CTT TGA ACC 
TAT TCC-3’(LBNC4F)と5’-ATG ATC TGA 
GTT CAG ACC GG-3’ (LBNC4R)を，NC8には5’
-GTA ATA AAT AAA CAA ACC GCT-3’
(LBNC8F)と5’-GAT TAA AAG TCT AGT GCT 
TAC T-3’ (LBNC8R)を，NC16には5’-CTA TGC 
ACT GAT CTG CCA-3’(LBNC16F)と5’-TTA 
TTA GAG GTA GAT GGT ATT-3’ (LBNC16R)
を用いた。

上記の解析の結果，変異が最も多かったNC4
領域を用いて，地方個体群間の遺伝的差異を調
べた。分析に用いたヤリイカは，2004年12月１
日から2005年７月20日にかけて，４つの地方個
体群と推測されている海域を代表して島根県，
青森県深浦町，宮城県，愛知県の沿岸で漁獲さ
れた個体を用いた（図1-2, 表1-1）。また，青森

県で冬と春の２つの産卵群が推測されているこ
とから，青森県深浦町での標本採集は冬と春に
分けて行い，さらに，その冬の標本と同一の群
と考えられている八戸市沿岸で漁獲された個体
も標本採集した。なお，全ての標本について，
雄では精莢の有無，雌では輸卵管内卵の有無に
より，成熟の判定を行った。

ヤリイカは，生物測定後，筋肉0.1gを採取して
蒸留水で洗浄後，1.5mLチューブに入れて冷凍保
存した。標本を解凍後，500μLのTNE溶液
（100mM Tris-HCl（pH8.0），10mM EDTA
（pH8.0），1.4M NaCl，２％CTAB（cetyl 
t r imethy l  ammon ium bromide），0 .2％ 
2-mercaptoethanol）と150μg／mLプロティ
ナーゼK3μLを加えて，50℃恒温槽内で緩やか
にシェーキングさせながら一晩かけて組織の溶
解を行い，フェノール・クロロフォルム法によ
り粗全DNAを抽出した（Iwata et al., 2003）。
PCR反応では，Taq PolymeraseにTakara 

図1―１　ヤリイカNC４領域と使用した
　　　　プライマーの一部

図1―２　DNA分析に用いたヤリイカ採集地点

表1―１　ヤリイカ標本の採集日、数量、外套長および雌雄別
　　　　成熟個体割合

北日本ヤリイカ個体群の分布回遊と資源変動要因に関する研究
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TaqTMを，サーマルサイクラーにGeneAmp PCR 
system 9600 (Applied Biosystems社製)を用い
た。反応溶液は，dNTPMixture0.2mM，各プラ
イマー25pmol，Taq Polymerase 1.5units，粗全
DNA溶液50ngを含む12.3μLとした。反応条件
は94℃で2分加熱後，95℃30秒，54℃30秒，72℃
30秒のサイクルを43回行い，最後に72℃で５分
加熱した。増幅産物にExoSAP-IT （Amersham 
Biosciences社製） 0.25μLを加えて，37℃30
分，80℃15分の温度条件で精製した。精製後，
BigDye Terminator v3.1 Cycle Sequence Kit　
（Applied Biosystems社製）によるシークエン

ス反応を行い，ABI PRISM 3130XL Genetic 
Analyzer （Applied Biosystems社製）によって
電気泳動して塩基配列を決定した。

塩基配列はClustal W （Thompson et al. , 
1994）によるアライメントを行った後，DnaSP 
ver. 4.0（Rozas et al., 2003）を用いてハプロタ
イプ頻度を計算した。Roff and Bentzen（1989） 
のモンテカルロシミュレーション法により，標
本間のハプロタイプ頻度の有意差検定を行っ
た。また，遺伝子解析ソフトArlequin ver. 2000 
（Schneider et al. 2000）を用いて，AMOVA
（analysis of molecular variance）解析を行い，

表1―２　ヤリイカNC４領域のハプロタイプ
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ハプロタイプ多様度（h），塩基多様度（　），
純塩基置換係数(dA)，および遺伝的分化係数
（ F S T） を 求 め た 。 ハ プ ロ タ イ プ 間 の M S T
（minimum spanning tree）を求め，Tree View
　（Page RDM, 1996） により樹形を作成し
た。また，標本間の類縁関係についてMEGA3
（Kumer et al., 2004）を用いてUPGMA法によ
り求めた。なお，標本間の有意差検定にはボン
フェローニの補正を行った。

決定した塩基配列について，COⅠ前半，16S 
rRNA前半，NC8およびNC16，並びにNC4の主
要な３種類のハプロタイプをGenBankに登録し
た（accession number AB243832-AB243838，
AB252858- AB252861）。

結　　果
地方個体群間の遺伝的差異の検証に用いる遺

伝マーカーを選択するため，ヤリイカ12個体に
ついて，mtＤＮＡの５ヵ所の塩基配列を調べ
た。その結果，COⅠ前半（570bp）と16S rRNA
前半（462bp）には変異が確認されず，非コード
領域であるNC4（506-520bp），NC8（508bp）
およびNC16（509bp）には各々５，３および３
つのハプロタイプが確認された。また，NC4に
は3’末端に位置するATの繰返し数に多型があっ
た。これら５つの領域のうちNC4が最も変異が
多かったので、以下の解析にはNC4を用いた。

推測されている地方個体群を代表する漁場か
ら採集した545個体のヤリイカについて，NC4領
域506～528bpの塩基配列を決定した。塩基配列
を比較したところ，55の部位で変異が確認さ
れ，また，3’末端のATの繰返し数に変異が見ら
れた。ATの繰返しを除いたハプロタイプは48種
類（表1-2）で，ATの繰返し頻度は６～17回で
あった（表1-3）。なお，ATの繰返し部位も含
めたハプロタイプ数は95種類であったが，標本
間の遺伝的分化の有意差検定では48種類のハプ
ロタイプと同様の結果が得られたので，95種類
のハプロタイプによる解析結果を除いた。ATの

繰返しを除いた48種類のハプロタイプ頻度をみ
ると，ハプロタイプ1，27，35が全体の87％を占
め，その他のハプロタイプは各々１％未満で
あった。ハプロタイプのMST（図1-3）を作成し

たところ，主要３種類のハプロタイプ（1，27，
35）にはそれぞれ１塩基のみ異なるマイナーな
ハプロタイプがかたまってクラスターを形成し
ており，各クラスターには２～４塩基異なるハ
プロタイプが１～２つ含まれていた。また，主
要ハプロタイプ間の塩基置換数は１～２塩基で
あった。さらに，島根の標本が除かれるクラス
ターが３ヶ所，宮城と愛知が除かれるクラス
ターが１ヶ所見られた。

標本間のハプロタイプ頻度，およびAT繰返し

表1―３　NC４領域の３’末端のAT繰返し頻度

図1―３　ヤリイカNC４領域のハプロタイプに基づいた 
　　　　 MST、バーは１塩基置換数を示す。

北日本ヤリイカ個体群の分布回遊と資源変動要因に関する研究
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数の頻度についてRoff and Bentzen（1989）の
χ2検定後，ボンフェローニ補正を行ったところ
有意差は見られなかった（p>0.05）。 ハプロタ
イプ多様度は0.563～0.727の範囲であまり高くな
く，塩基多様度は0.0025～0.0036　の範囲で低
かった（表1-4）。また，ハプロタイプ多様度に
標 本 間 で の 有 意 差 は 見 ら れ な か っ た
（p>0.05）。標本間の平均塩基置換率は，1.441
～1.798％の範囲であり，標本内の平均塩基置換
率（1.270～1.848％）と比較して同程度であっ
た。純塩基置換係数は-0.016～0.042％と低い値で
あった。AMOVA解析の結果，標本全体の分散
（0.0001）とFST（-0.00006）は極めて小さく，
FSTのp値は0.4154で有意差はなかった。また，標
本間のFSTについてExact testを行ったところ，
有意差は見られなかった(p>0.05, 表1-5)。

６つの標本を，日本海（島根，深浦春，深浦
冬）と太平洋（八戸，宮城，愛知）に分けて，
海域間のFSTについてExact testを行ったとこ
ろ，有意差は見られなかった（FST =0.00082，
p>0.05）。また，北側の海域（深浦春，深浦
冬，八戸，宮城）と南側の海域（島根，愛知）
に分けた場合も，海域間のFSTに有意差は見られ
なかった（FST =0.00093，p>0.05）。標本間の
UPGMA法による系統樹を作成したところ、海
域ごとのクラスターや，地理的勾配は示されな
かった（図1-4）。これらの解析の結果，推測さ

れている４つの地方個体群間に遺伝的分化は認
められなかった。

考　　察
ヤリイカmtDNAの５つの領域について塩基配

列を調べたところ，ＮＣ4領域が最も変異が多
かった。調べた５つの領域のうちCOⅠ領域前半
には変異が確認されなかったが，アメリカケン
サキイカ（L. pealei）とアメリカヤリイカ(L. plei)
ではCOⅠ領域に変異が見られている（Herke 
and Foltz, 2002）。アメリカケンサキイカはメ
キシコ湾に注ぐミシシッピ川の河口域を境に，
アメリカヤリイカはフロリダ半島を境に西側と
東側の集団でCOⅠ領域のハプロタイプ頻度が有
意に異なり，集団間のFSTは各々0.295，0.112で
有意な遺伝的分化が認められている（Herke and 
Foltz, 2002）。これらのことから，ヤリイカの
種内分化の程度は，アメリカケンサキイカとア
メリカヤリイカに比べて低いと推察された。

本研究では，便宜的に区分された４つの地方
個体群（新谷，1988）を代表する漁場から標本
を採集して解析を行ったが，変異性が高いと考
えられたmtDNA NC4領域の多様性からは，地
方個体群間に遺伝的分化は認められなかった。
また，青森県で考えられている２つの産卵群間
（田村ら，1981）でも遺伝的分化は認められな
かった。ハプロタイプのネットワーク樹を見る
限り，塩基置換数が少ない一斉放散した型（小
池，2003）と考えられた。藤尾ら（2004）は，
島根県～北海道および福島県のヤリイカについ
て，14遺伝子座を用いたアイソザイム分析を
行ったところ，集団間の遺伝的距離には大きな
差はなく，FSTは0.015で遺伝子流動が生じている
と報告している。本研究によるヤリイカ全体の
FSTは0.0005であり，藤尾ら（2004）の報告より
低い値となり，地方個体群間には遺伝的な交流
があると考えられた。

そこで，地方個体群間の交流について検討し
た。新谷（1988）は，日本海南西部個体群と北
日本個体群の分布の中心は山口・島根県と青森
県にあり，両地方個体群は能登半島付近で分か
れると述べている。確かに，成熟個体の漁獲量
は山口・島根県と青森県で多いものの，本州の
各府県で成熟個体が漁獲され，産卵場も確認さ
れていることから（伊藤，2002），産卵期の交
流は十分に予想される。さらに，両地方個体群

図1―４　ヤリイカNC４領域のUPGMA法による標本間の
　　　　系統樹

伊藤　欣吾
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は日本海沿岸を北上する対馬暖流の勢力範囲に
分布するため，海流による幼生の北上による遺
伝的交流が考えられる。次に，北日本個体群と
太平洋北部個体群との交流について検討した。
両個体群の分布の境界域は青森県と岩手県との
間と考えられており（新谷，1988），その境界
域では産卵していないとされている（筒井，
1999）。しかし，11～12月の索餌期には青森県
～茨城県沖でヤリイカの漁場が連続的に形成さ
れる（第１章３節）ことから，索餌期に混合し
ていると考えられた。また，2006年１月に親潮
が急激に青森県太平洋側に接岸したため，青森
県太平洋海域に分布していた群れの一部が，津
軽海峡～日本海へ産卵回遊できずに岩手県以南
に南下した可能性が極めて高い現象が起きた。
このことは，海洋環境の急激な変化が要因と
なって，北日本個体群の一部が，太平洋北部個
体群へ侵入した可能性を示唆している。なお，
太平洋南部個体群との交流については，資料不
足により検討できなかった。

今後は，より進化速度の速いマイクロサテラ
イト領域などについて検証する必要もあるが，
カリフォルニアヤリイカ（L. opalescens）で応用
された例では，集団の分化は検出されず，遺伝
子流動の働きにより種内分化が妨げられている
と報告されている（Re i chow  and  Sm i t h , 
2001）。海産魚では，漁業資源学的にみて集団
が分離しているとみられても，両者の間に毎世
代わずかの混合があればもはや集団遺伝学的レ
ベルでは両者はほぼ均一となってしまう例が多
い（岡崎，1994）とされており，ヤリイカはこ
の1例と考えられた。

1.2　標識放流試験による移動
日本海北部海域において1973年から数多くの

標識放流試験が行われ，漁獲加入後のヤリイカ
の移動について季節変化がある程度明らかにさ
れた。しかし，津軽海峡における９～12月，２
月および４月の移動については不明であった。
そこで，その期間に標識放流試験を行って移動
経路を調べた。さらに，1973年以降に石川県～

北海道で行われた標識放流試験結果を解析し，
北日本におけるヤリイカの漁獲加入後におけ
る，移動方向，移動距離および移動速度の季節
変化について検討した。

材料と方法
標識放流試験は1992～1997年に津軽海峡付近

の７ヶ所（図1-5）において実施した。放流個体

数は2,380個体で，92個体の再捕報告が得られた
（表1-6）。標識は長さ15mmのアンカータグを

用い，タギングガンでヤリイカの鰭に装着し
た。アンカータグによる標識放流は，スルメイ
カで多く用いられている（村田ほか，1971）。
試験No.１，６，10では釣により，その他の試験
では定置網により漁獲された個体を用いた。釣

北日本ヤリイカ個体群の分布回遊と資源変動要因に関する研究

表1―６　1992～1997年にヤリイカ標識放流試験の概要

図1―５　ヤリイカの標識放流地点（A-G）
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りで漁獲された個体はその場で，定置網で漁獲
された個体は活魚水槽に収容し，沖合へ輸送後
に標識を施して放流した。９～11月に放流され
たヤリイカは外套長が70～200mmの小型であっ
た。また，同時に採集された個体は７～８割が
雄であり，全て未成熟であった。一方，12～５
月に放流されたヤリイカは，外套背長150～
350mmで大型個体が多かった。なお，12月下旬
以降に青森県沿岸海域で漁獲されるヤリイカ
は，雌雄ともにほとんどが成熟個体である（第
２章）。再捕されたヤリイカの雌雄が不明のた
め，雌雄による移動の比較は行わなかった。

既往の標識放流試験（横山, 1983； 新潟県, 
1984； 涌坪，1987; 石川県, 1988； 佐藤, 1990； 
中尾, 1997； 函館水産試験場, 1996, 1997, 1999）
では1973～1997年に石川県から北海道道南の沿
岸域（図1-6）において，15,663個体が放流さ

れ，1,421個体の再捕報告が得られている（表1－
7）。これらの標識放流試験の報告書の中には，
放流時の外套長と成熟状態が記載されていない

ものがいくつかあった。しかし，それらの報告
書の多くは，標識放流試験と同時期に採集され
た個体の成熟状態が記載されていたことから，
放流個体の成熟状態が推測できた。既往の標識
放流試験結果と本研究で行った試験結果を合わ
せて解析し，北日本におけるヤリイカの移動方
向，移動距離および移動速度の季節変化ついて
検討した。なお，移動距離は放流地点と再捕地
点とを結ぶ最短距離を作る直線として計測し
た。

結　　果
標識放流試験の再捕結果を図1-7に示した。津

図1―６　既往の標識放流試験での放流地点（○）数字は
　　　　表１―７の標識放流試験番号を示す

図1―７　ヤリイカ標識放流試験の放流地点（①～⑬：
　　　　 表１―６）、再捕地点（●）、および再捕までの
　　　　 日数、括弧内の数字は再捕個体数を示し、黒丸の
　　　　 大きさは再捕個体数と比例する。
　　　　 括弧がない場合は再捕個体数が１である。
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表1―７　既往のヤリイカ標識放流試験の概要＊は同時期の標本データから推測した成熟状態（横山,1983：新潟県,1984；
　　　　涌坪,1987；石川県,1988；佐藤,1990；中尾,1997；函館水産試験場,1996,1997,1999）
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軽海峡域において12月に放流された個体は全て
津軽海峡の西へ，日本海を南へ移動して再捕さ
れた。同様に，２月に放流された個体も津軽海
峡を西に移動して再捕された。一方，４月に放
流された個体は津軽海峡を東側へ移動した個体
が多かった。なお，９～11月に放流された個体

は再捕報告がなかった。９～11月に放流された
個体は小型であり，大型の個体に比べて標識を
施した鰭部が弱く，標識付けの際に破損した
り，放流間際に標識が抜け落ちた個体がある。

本標識放流試験と既往の標識放流試験の結果
について，放流月別の再捕結果を図1-8に示し

伊藤　欣吾

図1―８　今回実施した標識放流試験と過去に
行われたヤリイカ標識放流試験の
放流地点（①～�：表１―６、１―
７）、再捕地点（●）、および再捕
までの日数、括弧内の数字は再捕個
体数を示し、黒丸の大きさは再捕個
体数と比例する、括弧がない場合は
再捕個体数が１である。
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た。11～12月に津軽海峡周辺で放流された個体
は，津軽海峡を西進し日本海を南下する傾向が
あるものの，その移動範囲は津軽海峡～青森県
日本海であり，３月以降には再捕されなかっ

た。１～２月に青森県で放流された個体は，津
軽海峡を西進し日本海を南下する傾向があるも
のの，その移動距離は最短距離で50km以内と小
さく，３月以降に再捕されたのは１個体のみで

北日本ヤリイカ個体群の分布回遊と資源変動要因に関する研究

図1―８　つづき。
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あった。１～２月に山形県～石川県で放流され
た個体は，南下傾向を示すがその移動距離は小
さく，１例を除くと全て１ヶ月以内に再捕され
た。３～５月に新潟県～北海道で放流された個
体は，日本海を早足でより遠くまで北上し，一
部は津軽海峡を東進するが下北半島東岸で留ま
り，全て45日以内に再捕された。以上のよう
に，北日本海域におけるヤリイカは秋冬季（11
～２月）に津軽海峡を西へ，日本海を南へ移
動，すなわち対馬暖流の上流方向へ移動し，春
季（３～５月）には逆に対馬暖流の下流方向へ
移動した。

放流月別に再捕されるまでの日数の頻度を表
1-8に示した。11～12月に放流された個体は，多

くが未成熟個体であり，比較的長期間にわたっ
て再捕され，再捕されるまでの日数の最大は75
日であった。１～５月に放流された個体は，ほ
とんどが成熟個体であり，１ヶ月以内に再捕さ
れた個体の割合が99.2％であり，再捕されるまで
の日数の最大は48日であった。11～12月放流と
１～５月放流に分けて，再捕されるまでの日数
を比較すると，11～12月放流の方が有意に長
かった（Kolmogorov – Smirnov の２試料検定
法，p<0.001）。

放流地点から最短距離50km以上移動した個体
について，放流月別に再捕されるまでの日数と
移動距離との関係を図1-9に示した。11～２月に
放流された個体の移動距離は比較的小さく，最
大で174km，移動速度は平均3.3km/day，最大は
8.5km/dayであった。３～５月に放流された個体
の移動距離は比較的大きく，最大で477km，移
動速度は平均10.6km/day，最大で21.8km/dayで
あった。移動速度について，11～12月放流と３
～５月放流で比較すると，3～5月放流の方が有

意 に 速 か っ た （ A s p i n - W e l c h の t - 検 定 ，
p<0.001）。

放流月別の再捕率をみると， ９月以降徐々に
再捕率が高くなる傾向にあった（図1-10）。再捕

率について，11～12月放流と１～５月放流に分
けて比較すると，11～12月放流の方が有意に低
かった（χ2検定，p<0.05）。

考　　察
本調査で実施した標識放流試験により示され

た移動の季節変化は，佐藤（1990）の，水温の
下降期に当たる冬季は南下傾向，水温の上昇期
に当たる春季は北上傾向を示すという報告を再
確認するものであった。加えて，佐藤（1990）
の報告で欠いていた津軽海峡域の12月，２月お
よび４月も同様の移動方向であることが確認さ
れた。

表1―８　放流月別の再捕されるまでの日数の度数分布表

図1―９　50km以上移動した個体の再捕されるまでの日数と
移動距離との関係

図1―10　放流月別の放流数と再捕率
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移動距離と移動速度の季節変化について，最
短距離で50km以上移動した個体のデータを用い
て解析した結果，３～５月に放流された個体
（平均10.6km/day）は，11～２月に放流された
個体（平均3.4km/day）よりも，移動距離が大き
く，移動速度も速かった。この要因は，11～２
月の移動方向は海流に遡った方向にあり，３～
５月は海流の下流方向へ移動するためと考えら
れた。小川ら（1983）のケンサキイカの標識放
流試験結果をもとに，計算した移動速度は4.5～
13.0km/dayであり，ヤリイカとケンサキイカの
移動速度には大きな差はないと思われた。

再捕率と再捕されるまでの日数について季節
変化をみたところ，11～12月放流が１～５月放
流に比べて，再捕率が低く，再捕されるまでの
日数が長期間にわたっていた。そこで，これら
の原因について検討した。放流時期の違いによ
る標識の脱落・消失，および標識個体の発見・
報告率の差はないと考えられることから，再捕
率の差は漁獲率の差とみなせる。漁獲率は漁獲
係数と自然死亡係数で求められるが，水産動物
では自然死亡率を一定と見なす場合が多いこと
から（久保・吉原，1986），漁獲係数に差が
あったと考えられた。また，期間中の漁獲係数
と自然死亡係数が一定の場合は，再捕個体数は
経過時間に従って指数関数的に減少する（田
中，1998）。１～５月に標識放流された個体の
再捕数は経過時間に従って指数関数的に減少し
たが，11～12月に標識放流された個体の再捕数
には指数関数的な減少は見られなかった。従っ
て，11～12月と１～５月では漁獲係数に変化が
あったと考えられた。北海道～青森県のヤリイ
カ漁は，11～12月では主に底曳網漁業と釣り漁
業により未成熟個体が漁獲され，１～５月では
主に定置網漁業と棒受網漁業により成熟個体が
漁獲される。このように，漁業形態とヤリイカ
の成熟状態が異なることにより，11～12月と１
～５月の漁獲係数が異なると考えられた。

移動方向と成熟状態から考えて，11～２月に
津軽海峡を西進して青森県日本海海域へ産卵回
遊する経路と，３～５月に新潟県から北海道の

日本海を北上し，一部は津軽海峡域へ産卵回遊
する経路があると考えられた。北海道～青森県
で11～２月に放流された個体は，１個体を除い
て全て２月末までに再捕され，かつ，秋田県以
南では再捕されなかった。これらの放流個体
は，２月末頃に青森県日本海海域で寿命を終え
るものと思われ，３～５月に日本海を北上する
とは思えない。これら２つの産卵回遊経路は，
田村ら（1981）が示した青森県における冬と春
の産卵群の回遊経路とほぼ一致する。次節にお
いて，これら２つの産卵回遊経路について，各
地の月別漁獲量のデータを用いて検証する。

1.3　漁獲変動の地域間比較
地方個体群を検出する漁況学的方法の根拠

は，同一個体群を漁獲する地区間では漁況の共
通度が高く（久保・吉原，1986），また，同一
個体群内の資源変動の傾向が類似するとされて
いる（田中，1998）。そこで，新谷（1988）が
推測した４つの地方個体群のうち，太平洋南部
の個体群を除いた３つの地方個体群を対象に，
道府県別の漁獲データを用いて，海域間の漁獲
年変動の類似性，および月別漁獲動向の推移を
調べ，前節の標識放流試験結果と合わせて，ヤ
リイカの個体群構造を検証した。
 

材料と方法
用いた漁獲データは，島根県以北の日本海お

よび茨城県以北の太平洋を対象に，海域区分は
道府県別単位とし，さらに，北海道では支庁別
に，青森県では日本海側，津軽海峡側および太
平洋側に，石川県は沿岸漁業（能登半島東側）
と沖合底びき網漁業（能登半島西側）とに分け
て解析した（図1-11）。解析期間は1985～2003
年の19年間で，漁期は８月～翌年７月までとし
た（図1-12）。これらのデータは各道府県の公立
水産試験研究機関より提供された。ヤリイカの
漁法は，底びき網，定置網，棒受網，釣など多
種類にわたるため，漁獲努力量の算出が困難で
あった。そのため，単位努力量当りの漁獲量を
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試算できなかったので，漁獲量そのものを資源
量指数と仮定して年変動を解析した。解析は
Excel多変量解析Ver.3（株式会社エスミ）を用
いて，相関分析とクラスター分析を行った。相
関分析は，欠損データのある1985-2003年と，欠
損データのない1994-2003年に分けて計算した。
クラスター分析は，欠損データのない1994-2003
年の期間で計算した。また，クラスター分析の
計算方法は，最も一般的な方法を採用し，海域
間の距離にはユークリッド距離，デンドログラ
ム の 作 成 に は 群 平 均 法 を 用 い た （ 小 林 ，
1995）。

三陸周辺海域は北日本の個体群と太平洋北部
の個体群の境界域とされているので（新谷，

図1―11　漁獲量集計の海域区分

図1―12　海域別のヤリイカ年間漁獲量の経年変化
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1988），太平洋北区沖合底びき網漁業漁場別漁
獲統計資料（東北区水産研究所八戸支所発行）
を用いて，三陸周辺海域のヤリイカ漁場マップ
を作成し，漁場形成の動向を調べた。解析期間
は，1999~2002年の4年間とし，漁期は９月から
翌年６月までとした。また，境界域の海況の特
徴をみるため，東北区水産研究所発行の東北海
区水温図100m（http://www.myg.affrc.go.jp/
kaiyo/temp/ temp. html）を用いた。

日本海側については，海域別の月別漁獲量を
もとに，漁場の季節移動を明らかにし，前節の

標識放流試験結果で得られたヤリイカの季節移
動と比較した。さらに，海域間の漁獲年変動の
類似性，標識放流試験による移動・回遊，海域
間の遺伝的変異性および既往知見を整理し，ヤ
リイカの個体群構造について検討した。

結　　果
調査した海域内において，漁獲量が多い海域

は青森県～渡島支庁，宮城県～茨城県および島
根県の３海域であった（図1-12）。漁獲量の経年
変化について，23海域間の相関係数を表1-9に示

表1―９　海域間の漁獲年変動の相関係数

した。1985～2003年の間の日本海側の関係を見
てみると，宗谷支庁から秋田県までの海域で
は，隣り合う海域間で有意な正の相関が見られ
た。ただし，これらの海域の範囲内において，
留萌支庁は1989年と1990年の漁獲量が突出して
多かったことから，相関は見られなかった。秋
田県と山形県との間には有意な関係は見られな

かった。山形県から石川県沖合（能登半島西
側）までの海域では，隣り合う海域間で有意な
正の相関が見られた。石川県沖合から島根県ま
での海域では，隣り合う海域間で有意な関係は
見られなかった。次に，太平洋側では，青森県
太平洋海域は渡島支庁から秋田県までの海域と
有意な正の相関が見られ，岩手県は宗谷支庁か
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ら青森県まで（留萌支庁を除く）の海域と有意
な正の相関が見られた。一方，宮城県から茨城
県は，宗谷支庁から秋田県までの日本海側およ
び青森県太平洋海域と岩手県までの海域と有意
な関係は見られなかった。1994～2003年の解析
期間においても，上述の結果とほぼ同様の結果
が得られたが，山形県から石川県沖合（能登半
島西側）までの海域間で有意な関係はなかっ
た。

23海域間のクラスター分析によるデンドログ
ラムを図1-13に示した。隣り合う海域でクラス

ターを形成したのは，宮城県と福島県，渡島支
庁～後志支庁の２つのクラスターであった。ま
た，宮城県と福島県のクラスターは他の海域と
最も遠いクラスターであった。宮城県と福島県
の漁獲年変動が他の海域と異なることが示唆さ
れた。

次に，太平洋北区沖合底びき網漁業によるヤ
リイカの月別漁場別漁獲量と100m深水温を図
1-14に示した。沖合底びき網漁業の操業期間は９
月から翌年６月までである。操業開始の９月

に，青森県八戸市沖と宮城県から茨城県の沖合
で漁場が形成され，その漁場形成域の100m深水
温は10～18℃の範囲にあり，親潮が侵入してい
る岩手県沖には形成されなかった。10月から12
月にかけて，岩手県沖に張り出していた親潮が
沖合へ後退すると，２つの漁場は徐々に岩手県
沖まで広がり，12月に青森県から茨城県まで連
続して漁場が形成された。１月になると親潮が
岩手県沖に侵入し始め，漁場は岩手県沖で切り
離されて再び２分した。２月以降，親潮の勢力
が強まり，２つの漁場形成範囲は徐々に小さく
なった。１月以降に親潮の勢力が強まって南下
すると，漁獲量の多い海域が宮城県から茨城県
へと徐々に南下する傾向が見られた。ヤリイカ
の漁場は，津軽暖流域と黒潮系由来の暖流域で
形成され，親潮流域（100m深水温５℃以下）で
は形成されなかった。

日本海側の海域別月別漁獲量を図1-15に示し
た。ここでは，1985～2003年のうち漁獲量が低
位の1985-86年，中位の1990-91年と2000-2001
年，および高位の1995-1996年の４ヵ年を示し
た。月別漁獲量をみると，渡島支庁～青森県の
海域で漁獲のピークが２峰型を示した。２峰型
のうち前期のピークは，渡島支庁と青森県太平
洋海域から青森県津軽海峡を経て青森県日本海
海域へと時期が徐々に遅れており，この漁場の
移動は，前節で行った標識放流試験によるヤリ
イカの移動方向と一致した。また，渡島支庁～
青森県の後期のピークを含め，石川県沿岸海域
から宗谷支庁までの漁獲のピークは，北に行く
に従って徐々に遅れており，この漁場の移動
は，前節で行った標識放流試験によるヤリイカ
の移動方向と一致した。一方，福井県の漁獲の
ピークはおおむね３～４月にあり，石川県沿岸
以北の漁獲のピークとは連動しなかった。島根
県の月別漁獲量は，ピークが12月にあり，１月
以降減少し，４月以降はほとんど漁獲されな
かった。

図1―13  1994―2004年の海域別漁獲年変動による
　　　　クラスター分析のデンドログラム
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図1―14　太平洋北区沖合底びき網漁業によるヤリイカの月別漁場別漁獲量と100m深水温
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考　　察
海域間のヤリイカ漁獲年変動の相関分析によ

り，北海道宗谷支庁から秋田県までの日本海海
域と渡島支庁から岩手県までの太平洋海域の範
囲内で，有意な正の相関関係が示された。この
範囲内の海域では，同一の個体群を漁獲してい
ると考えられた。この範囲内の海域と，隣り合
う宮城県以南の海域との漁獲年変動には相関関
係はみられず，クラスター分析においては，宮
城県と福島県は他の海域と別のクラスターを形
成した。さらに，宮城県から茨城県までの海域
では，沖合底びき網漁業によるヤリイカ漁場が

連続して形成されていたことから，同一の個体
群を漁獲していると考えられた。これらのこと
から，北海道から秋田県および岩手県までの海
域と，宮城県から茨城県までの海域とは，別々
の個体群を漁獲していると考えられた。

新谷（1988）は，北日本個体群の分布域の東
側は青森県太平洋海域までと推測しているが，
本研究結果では岩手県までと推測された。筒井
（1999）は，岩手県の定置網による漁獲動向と
生物測定の結果から，岩手県で漁獲されるヤリ
イカは索餌回遊群であり，青森県と同じ群の可
能性が高いと推察している。岩手県釜石市以北
の沿岸水温は対馬暖流の影響下にあるとされて

図1―15　日本海における海域別月別漁獲量
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いる（高杉，1991）ことからも，日本海側のヤ
リイカが岩手県沿岸域まで分布しても不思議で
はない。しかし，青森県太平洋側から岩手県の
沿岸域は冬季～春季に親潮の影響も受けて冷た
くなる。親潮の勢力は11～12月が最小で，３～
４月が最大である（高杉・安田，1994）。青森
県八戸市の沖合では，おおむね２～４月は７℃
を下回り（佐藤，2004），ヤリイカの漁場が形
成されなくなる（第３章第１節）。青森県太平
洋海域で漁場が衰退する２～４月はヤリイカの
産卵期に当たることから，成熟個体は，卵発生
に不適な8.3℃以下の水温（第２章第３節）を避
けて，青森県太平洋海域から津軽海峡～日本海
海域へと産卵回遊すると考えられる。従って，
岩手県で漁獲されるヤリイカは，筒井（1999）
が指摘するように北日本個体群の索餌回遊群で
あると考えられた。また，青森県太平洋側から
岩手県の海域が産卵に不適な低水温に覆われる
ことが，北日本個体群と宮城県以南の太平洋北
部個体群を隔てる要因になっていると考えられ
た。

日本海に分布するヤリイカについて，新谷
(1988)は能登半島を境に南北で，涌坪（1989）は
富山県以北と石川県以南で個体群が分かれると
推測している。しかし，本研究による漁獲年変
動のクラスター分析では，明瞭な海域ごとのク
ラスターは形成されなかった。また，漁獲年変
動の相関分析では秋田県から宗谷支庁および岩
手県までの海域間では有意な相関が得られてお
り，かつ，新潟県から檜山支庁までは標識放流
試験（前節）により移動交流が認められてい
る。これらのことから，新潟県から北海道宗谷
支庁までの海域に分布するヤリイカは，同一の
個体群であると考えられた。一方，島根県沖合
に大きな漁場が形成されるが，その漁獲年変動
は新潟県以北の海域と相関は見られなかった。
また，島根県沖合では，これまで約3,100個体の
標識放流が行われ，12個体の再捕報告が得られ
ているが，再捕された海域は島根県と山口県に
限られている（北沢ら，1989）。さらに，島根
県沖合の底びき網漁業によるヤリイカ漁場は12

月以降南下傾向を示した（北沢，1989b）。これ
らのことから，島根県沖合に分布するヤリイカ
は，新潟県以北の個体群とは別の可能性が高い
と考えられた。これら新潟県以北の個体群と島
根県沖合を中心とした個体群との境界域につい
ては，漁獲年変動の相関分析では明瞭に判断で
きなかった。しかし，漁獲のピーク時期は，石
川県沿岸（能登半島東側）以北では連動してい
る様子が窺えるのに対して，福井県はそれらと
は連動していなかった。さらに，能登半島東側
で行われたこれまで805個体の標識放流試験で
は，40個体が再捕されたが，能登半島を越えて
南 西 側 で の 再 捕 例 は な か っ た （ 石 川 県 ，
1988）。これらのことから，新潟県以北の個体
群（北日本個体群）と島根県沖合を中心とした
個体群（日本海南西部個体群）との境界域は，
能登半島付近であろうと考えられた。 

1.4　北日本個体群の分布回遊
ここで，遺伝学的方法，標識放流法および漁

況学的方法により得られた結果をもとに，青森
県で最も多く漁獲される北日本個体群につい
て，資源変動解明の単位とすることの妥当性を
検討する。

MtDNAの高変異性領域の塩基配列分析の結
果，日本周辺のヤリイカ地方個体群間には，遺
伝的交流があると判断された。一方，標識放流
と漁獲変動の地域間比較では，太平洋側の北日
本個体群と宮城県以南の太平洋北部個体群の間
で，ヤリイカの生息と産卵に不適な親潮が冬―
春に接岸する岩手県沿岸を境界として，回遊が
南北方向に分かれ，かつ漁獲年変動に類似性が
認められなかった。ただし，親潮が接岸しない
年には南北への移動が不明瞭になることから，
両地方個体群間での交流が示唆された。また，
日本海の北日本個体群と日本海南西部個体群で
は，能登半島を境として産卵期の移動が逆方向
を示し，かつ，漁獲変動に類似性が認められな
かった。しかし，両地方個体群は日本海沿岸を
北上する対馬暖流の勢力範囲に分布するため，
海流による幼生の北上などによる遺伝的交流が
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考えられた。以上のことから，能登半島以北の
日本海と噴火湾から岩手県までの太平洋に分布
する北日本個体群は，他の地方個体群と遺伝的
交流は否定できないが，資源変動を評価するた
めの単位として妥当と判断した。

次に，北日本個体群の分布，回遊について整
理する。標識放流試験と月別漁獲動向から，冬
と春で産卵回遊経路が異なることが示された。
冬は11～２月に太平洋側から津軽海峡域へさら
に青森県日本海海域へ回遊し，１～２月に津軽
海 峡 域～ 青 森 県 日 本 海 海 域 で 産 卵 す る （ 図
1-16）。春は，能登半島付近では１月ごろから産

卵しはじめるが，多くは３～６月に新潟県から
北海道宗谷付近まで沿岸を北上しながら産卵回
遊し，一部は津軽海峡域で産卵する（図1-16）。
未成熟個体の分布域は，各地の月別漁獲量と成
熟状態，および調査船調査の既往知見から，日
本海側では北海道余市付近から能登半島東側ま

で，太平洋側では北海道噴火湾から岩手県まで
と推定される（図1-16）。このように，北日本個
体群の産卵期は初冬から初夏までと長く，その
産卵場は季節的に沿岸に沿って移動するため，
その生活史を通した移動・回遊経路は複雑であ
る。本研究では，１～２月に津軽海峡域～青森
県日本海海域で産卵するグループ（冬産卵グ
ループと称す）は，ふ化後に津軽暖流に沿って
太平洋側で成長し，秋以降に再び青森県日本海
海域へと産卵回遊すると推定した。しかし，３
～６月に新潟県から北海道宗谷付近までの日本
海沿岸を北上しながら産卵するグループ（春産
卵グループと称す）は，主に日本海陸棚域，一
部は津軽海峡―太平洋側で成長すると想定され
るが，その全容は明らかにできなかった。

　第２章　　北日本個体群の成長様式，
　　　　　　繁殖・再生産特性
　イカ類の資源変動は，海洋環境変化に起因す
る再生産・加入過程の成否に影響して起きると
考えられている（桜井，1998）。ヤリイカの資源
変動要因については，産卵期から生活史初期の
水温（長沼，2000），卵発生期の水温（Sakurai 
et al., 2002）が関与している可能性が指摘されて
いる。

そこで本章では，ヤリイカ北日本個体群の再
生産・加入過程の成否に対する環境要因，また
漁獲の影響を明らかにするための基礎的知見を
得ることを目的に，北日本個体群を最も多く漁
獲している青森県沿岸海域を対象に，漁獲の実
態，成長様式，産卵期および産卵海域を明らか
にした上で，産卵群の体サイズと性比の年変化
とその要因，および卵発生と孵化に及ぼす水温
と塩分の影響を調べた。

２.１　成長様式，成熟体長，産卵期，産卵海域
　島根県沖に生息するヤリイカについて，平衡
石の日齢解析により雌雄別の成長式が推定さ
れ，外套長150mmを超えると雄の方が雌よりも
成長が良くなること，さらに寿命が１年である
ことが明らかにされている（木下,1989）。しか

図1―16　北日本ヤリイカ個体群の秋期における未成熟個体
　　　　 の分布域（上図）冬（左下図）および春（右下図）
　　　　 の産卵回遊経路と産卵海域　　　
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し，北日本に分布するヤリイカの成長様式は明
らかにされていない。

青森県沿岸域における産卵場については，潜
水観察や試験産卵箱調査により，冬季は鯵ヶ
沢・大戸瀬地区で，春季は岩崎地区と小泊地区
で多いとされ，産卵水深は冬季（40～90m）の
方が春季（５～30m）よりも深いことが報告さ
れている（田村ら，1981）。しかし，青森県沿
岸域に分布するヤリイカについて，成熟状態と
性比の季節変化は明らかにされていない。

そこで，青森県沿岸域におけるヤリイカの成
長様式，成熟体長，産卵期および産卵海域を明
らかにするため，各地の漁獲物から標本を採集
して生物測定を行った。

材料と方法
青森県の８地点（図2-1）において1995年９月

～1996年５月に漁獲されたヤリイカについて生
物測定を行った。調査地点を海域の特徴から青
森県日本海，津軽海峡西部，津軽海峡東部，お
よび青森県太平洋の4海域に分け，各海域月１回
無作為に100個体を目安に標本採集を行った（表
2-1）。測定項目は外套長，体重，外套膜肉重
量，雌雄，成熟判定，生殖腺重量とした。雄に
ついては，生殖腺を精巣，貯精嚢および精莢嚢
に分けて重量を測定し，成熟判定は精莢嚢に精
莢が入っていれば成熟，入っていなければ未成

熟とした。雌については，てん卵腺の重量およ
び生殖腺を卵巣，輸卵管内卵および輸卵管腺に
分けて重量を測定し，成熟判定は輸卵管内に卵
が入っていれば成熟，入っていなければ未成熟
とした。これらのデータを用いて，海域別に，
外套長組成，成熟個体の割合および性比を調べ
て，産卵期と産卵海域の推定を行った。

成長については，標本の外套長組成の経月変
化と木下（1989）の成長式を比較した。木下
（1989）の成長式はロジスティック曲線で，

雄：　ML＝299/（1+e（3.99-0.0194ｔ））
雌：　ML＝213/（1+e（4.70-0.0258ｔ））

が得られている。MLは外套長(mm)，ｔは孵化
後の日数を示す。用いた標本の孵化日の推定
は，それらが1995年１～６月の青森県日本海沿
岸で産まれたと思われることから，その海域の
日別漁獲量を調べ，漁獲日を産卵日と仮定し，
積算水温（第２章第３節）により孵化日を計算
した。推定された孵化日は，４月上旬から７月
上旬までの期間で，４月中旬，５月上旬，６月
上旬にピークが見られた。従って，成長式の起
算日は孵化ピークの4月11日，５月１日，６月１
日とした。
　成熟体長については，10mm単位で外套長別に
成熟個体数割合を算出し，ロジスティック曲線
に当てはめて，50％に達する外套長を算出し
た。ロジスティック曲線は，

図２―１　生物測定に供したヤリイカ標本採集地点（A―H）

表２―１　生物測定に供したヤリイカ標本の概要
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P＝1/(1+e-(a+bX))
とし，Pは成熟個体数割合，Xは外套長（mm）
を示す。パラメータはMicrosoft　Excelのソル
バー機能を用いて最小二乗法による推定した。

結　　果
調査を行った1995年８月～1996年７月の月別

漁獲量を，海域別に図2-2に示した。漁期前半で

は青森県太平洋海域で11月に多獲され始め，
徐々に津軽海峡を経て日本海側へと漁獲のピー
クが移る傾向が認められた。漁期後半では，前
半とは逆に４～５月に日本海側から津軽海峡東
部海域へ漁獲のピークが移っていた。漁獲物の
性比は漁期前半では雄が多く，徐々に雌の割合
が多くなる傾向が顕著であった（図2-3）。漁獲

物の外套長組成を，雌雄別海域別に図2-4に示し
た。太平洋海域の盛漁期（11～12月）では，雄
はML100～300mmの範囲で成熟個体も出現する
が，多くは未成熟個体であり，雌はML100～
230mmの範囲で全て未成熟個体であった。津軽
海峡の東部と西部海域では，12～１月と４～５
月に漁獲のピークが見られるが，前半のピーク
では，雄はML 120～370mmの範囲で成熟個体が
多く，雌はML 120～260mmの範囲で成熟個体が
やや多い，後期のピークでは，雄がML160～360
ｍｍ，雌がML110～280ｍｍの範囲で雌雄とも全
て成熟個体であった。日本海海域では，１月と
４月に漁獲のピークがあり，１月以降はほとん
ど成熟個体であった。
　成熟個体数割合の経月変化を図2-5に示した。

雄は11月下旬から成熟個体が多くなり，12月下
旬以降はほとんどが成熟個体であった。雌は12
月中旬から成熟個体が多くなり，12月下旬以降
はほとんどが成熟個体であった。10mm単位の階
級幅による外套長と成熟個体数割合との関係を
図2-6に示した。成熟個体数の割合が50％になる
外套長を求めるためロジスティック曲線に当て
は め た 。 そ の 結 果 ， 雄 の 5 0 ％ 成 熟 率 は
ML193mm，雌の50％成熟率はML 171mmと推
定された。
　成長様式を調べるため，外套長の経月変化を
図2-7に示した。その中に，起算日を変えた木下
（1989）の成長曲線を描いて実測値と比較し

図２―２　1995年８月～1996年７月における海域別月別の
ヤリイカ漁獲量（Ｊ、青森県日本海海域；Ｗ、青
森県津軽海峡西部海域；Ｅ、青森県津軽海峡東部
海域；Ｐ、青森県太平洋海域）

図２―３　1995年９月～1996年５月に海域別月別の雄率
（Ｊ，青森県日本海海域；Ｗ，青森県津軽海峡西
部海域；Ｅ、青森県津軽海峡東部海域；Ｐ、青森
県太平洋海域）

図２―５　1995年９月～1996年５月における雌雄別の成熟
個体数割合の経月変化
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図２―４　1995年９月～1996年５月に海域別月別のヤリイカの外套長組成
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た。成長曲線の起算日は，推定した孵化ピーク
の４月11日，５月１日および６月１日とした。
３本の成長曲線のうち，４月11日を起算日とし
た曲線の当てはまりが雌雄ともに最も良かっ
た。特に，９月から12月中旬までの当てはまり
が良かった。雄では，12月下旬～２月はその成

長曲線よりも大きい個体が多く，４～５月は逆
にほとんどの個体が成長曲線よりも小さかっ
た。雌は，12月下旬～１月に成長曲線よりも大
きい個体が多くみられた以外は，５月まで標本
の平均値と成長曲線はうまく適合した。しか
し，月別の外套長組成は偏差が大きく，特に雄
の個体差が顕著であった。

考　　察
青森県沿岸域に分布するヤリイカの成長様式

は，孵化日を４月11日とした木下（1989）の成
長曲線とうまく適合した。1995年の孵化期間
は，日別漁獲量と積算水温（第２章第３節）に
より４月上旬から７月上旬までと推定される。
そのため，４月中旬を中心とする早期に孵化し
た個体が漁獲対象になっていたと推察された。
し か し ， ４～ ５ 月 に 漁 獲 さ れ た 雄 は ， 木 下
（1989）の成長曲線よりも小さい個体が多いた
め，別の成長様式をもつと考えられた。また，
村山・北沢（2004）が指摘するように，成長の
個体差が大きく，特に雄で顕著であった。最近
の研究により，雄には異なる繁殖戦術をもつ大
型雄と小型雄（sneaker）の存在が報告されてい
る（Iwata et al., 2005）。このことから，各々異
なる成長曲線を摘要する必要がある。しかし，
北日本に分布するヤリイカの平衡石の輪紋が不
明瞭なことから，日齢査定による成長式の推定
が困難な状況にある（伊藤，1998）。

成熟個体の割合が50％になる外套長は，雄が
ML193mm，雌がML171mmと推定された。雄で
は ， 繁 殖 戦 術 の 異 な る 大 型 雄 と 小 型 雄
（sneaker）の分岐はML204mmにあるとされ
（Iwata, 2005），今回推定した50％成熟率の
ML193mmは小型雄（sneaker）も含めた推定値
である。

青森県沿岸域において，雄では11月下旬か
ら，雌では12月中旬から成熟個体の割合が多く
なったことから，12月下旬から産卵可能と推定
された。青森県沿岸域では，一辺が0.5mの正立
方体の鉄枠にポリエチレンネットを天上と側面
に貼り付けた試験産卵箱により，ヤリイカの産

図２―６　外套長と成熟個体数割合との関係、ロジスティッ
ク曲線に近似させて得た50％成熟個体数割合の外
套長（垂下直線）

図２ ―７　平均外套長の時系列変化と孵化日の異なる木
下（1989）の成長曲線、バーは標準偏差を
示す。（Ｊ　Aomo r i、青森県日本海海域；
Ｗ　Tsugaru、青森県津軽海峡西部海域；Ｅ
　Tsugaru、青森県津軽海峡東部海域；Ｐ　
Aomori、青森県太平洋海域）
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卵状況が調査されている。これによると，青森
県の日本海～津軽海峡西部海域で12月～翌年５
月（田村ら，1982；　伊藤，1995；　山中・梅
津，1999），津軽海峡東部海域では2月～4月に
産卵が確認されている（松宮・伊藤，1998；　
山中・松宮，1998）。これらの知見と本研究の
海域別時期別の成熟状況から考えて，青森県沿
岸域における産卵期は12月下旬～翌年５月，産
卵海域は日本海～津軽海峡域と推定した。

海域別の漁獲量と成熟個体の割合を調べた結
果，11～12月に青森県太平洋海域で未成熟個体
が大量に漁獲されていた。これらの未成熟個体
は，外套長が100～230mmの小型サイズであり，
価格も安いため，成長乱獲の可能性がある。そ
こで，第４章において，青森県太平洋海域で11
～12月に漁獲される未成熟個体を禁漁とした場
合の資源的および経済的な効果について検討す
る。

2.2　外套長組成と性比の年変化
　前節において，青森県沿岸域におけるヤリイ
カの成長様式，成熟特性などを明らかにした。
ここでは，産卵群の特性の年変化を明らかにす
るため，青森県の中で成熟個体を最も多く漁獲
している日本海側の鯵ヶ沢漁業協同組合と大戸
瀬漁業協同組合を対象に，産卵群の外套長組成
と性比の年変化を調べ，さらにその要因につい
て検討した。
　 

材料と方法
青森県日本海側に位置する大戸瀬漁業協同組

合に水揚げされたヤリイカについて，1998～
2004年の7年間，12月～翌年４月までの各月１
回，規格サイズ別に約70個体の生物測定を行っ
た。なお，規格サイズは３種類で，外套長の大
きい順にLサイズ，Sサイズ，SSサイズであっ
た。測定項目は外套長，体重，外套膜肉重量，
生殖腺重量，成熟判別とした。成熟の判別方法
は前節と同様である。月別規格サイズ別に抽出
した標本をもとに，鯵ヶ沢漁協と大戸瀬漁協の
月別規格サイズ別漁獲量で引伸ばして，月別の

外套長組成，性比，平均外套長，成熟個体数割
合を計算し，さらに，８月～翌年７月を漁期と
して，年間の特性値も算出した。なお，鯵ヶ沢
漁協と大戸瀬漁協におけるヤリイカ漁は底建網
漁業が主体であり，その漁場は水深130m以浅で
ある（十三，1988）。

雄 に は 繁 殖 戦 術 の 異 な る 大 型 雄 と 小 型 雄
（sneaker）が存在し，その分岐点はML204mm
にあることが報告されている（Iwata, 2005）。
そのため，雄の外套長組成は，大型雄と小型雄
の混合正規分布であるとみなし，相澤・滝口
（1999）に従って各コホートに分解して，その
比率を求めた。計算方法は，Microsoft　Excel
のソルバー機能を用いて，最小二乗法により解
を求めた。両正規分布の初期値として，組成割
合（P），平均外套長（μ），標準偏差（σ）を
実測値から，
　大型雄: P=0.85, μ=280mm, σ=30
　小型雄: P=0.15, μ=190mm, σ=20
ただし，2001年のみ両正規分布に分解できな
かったため，他の年で得られた両正規分布の交
点の平均値を分岐点とみなし，組成比率を求め
た。

産卵群の外套長組成と性比の年変化の要因を
検討するため，漁獲加入直後の体サイズ，他の
海域の規格サイズ別漁獲組成，および生息水温
のデータを収集した。漁獲加入直後の標本は，
1999年から2004年まで毎年10月後半に八戸市沖
合において，青森県試験調査船青鵬丸（65ト
ン）による着底トロール調査を行って得た。ト
ロール網の仕様は，袖網間隔約11.9m，網口丈２
m，内網目合11mmである。調査地点は８地点
で，曳網時間は約30分とし，全て日中に行っ
た。なお，採集方法と採集結果は第３章第２節
に詳述した。

他の海域の規格サイズ別漁獲組成は，八戸市
の沖合底びき網漁業，津軽海峡に位置する大畑
町漁業協同組合の定置網漁業を対象とした。

生息水温に関しては，標本の多くは冬産卵グ
ループであり（第１章第４節），その孵化日が
４月中旬頃と推定されたことから（前節），４
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～５月は日本海の水温，６月以降は太平洋の水
温を経験した水温と仮定して用いた。観測点
は，日本海側では深浦町大戸瀬地先水深25m地
点の海底上３mに小型自記式水温計（アレック
電子社製MDS-T）を設置して10分ごとに観測し
た。また，太平洋側では尻屋崎東方沖の定線観
測地点SY-1（佐藤，2003）の100m層の水温を，
東北区水産研究所発行の東北海区水温図100m
（http://www.myg.affrc.go.jp/kaiyo/temp/
temp.html）より読み取った。

結　　果
　1998～2004年における，青森県日本海側に位
置する鯵ヶ沢漁協と大戸瀬漁協の底建網漁業に
よる月別漁獲量と規格サイズ別漁獲組成を図
2-8，図2-9に示した。盛漁期は１～３月で，年間

漁獲量の最大は2002年の1,287トンで，最低で
あった2003年の約４倍であった。また，規格サ
イズ別漁獲組成に年変化が見られたことから，
外套長組成に年変化が生じていると考えられ
る。そこで，規格サイズ別の外套長組成から推

定した12～４月の外套長組成を，雌雄別に図2-10

に示した。雌雄ともにほとんどが成熟個体で
あった。雌の外套長組成は各年ともML220mm
あたりにモードがある単峰型を示したのに対
し，雄の外套長組成はML190mmと280mmあた
りにモードをもつ２峰型の様子が窺えた。そこ
で，雄の外套長組成が大型雄と小型雄の混合正規
分布であるとみなし，相澤・滝口（1999）に従っ
て両正規分布に分解した。その結果，2001年を除
いて２つの正規分布に分解でき，小型雄の平均外
套長は194mm，大型雄のそれは277mmと推定さ
れた（表2-2）。小型雄の割合は８～22％の範囲

図２―８　鰺ヶ沢・大戸瀬漁協におけるヤリイカ漁獲量の経
月変化

図２―９　鰺ヶ沢・大戸瀬漁協におけるヤリイカ漁獲量の規
格サイズ形成規格サイズは外套長の大きい順に
Ｌ、Ｓ、ＳＳ　　　　　　　

図２―10　鰺ヶ沢・大戸瀬漁協における12月～４月の推定外
套長形成

表２―２　推定された小型雄と大型雄の個体数比率、平均外
套長、混合正規分布の交点および230mm以下の
個体数比率
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で平均16％であった。また，両正規曲線の交点を
グラフから読み取ったところ，交点の平均値は
223mmであった。そこで，正規分布に分解でき
なかった2001年について，230mmを分岐点とし
て大型雄と小型雄の比率を求め，同様に他の年も
試算した。その結果，小型雄の割合は14.2～
39.3％の範囲で，各年とも正規分布の分解で求め
た値よりも高く見積もられた。しかし，2001年の
小型雄の割合は他の年に比べて２倍以上高い結果
となった。平均外套長の年変化を図2-11に示す。
雌の平均外套長の年変化は小さいが，雄の平均外
套長の年変化が大きく，特に2001年の雄が小さ
かった（図2-11）。なお，雄を大型雄と小型雄に

分けて平均外套長の年変化を見た場合も，大型雄
の平均外套長は2001年に小さかった。

性比については，12月に雄の割合が高い傾向
が見られるが，年変化は小さく，雄の割合は年
間約４割であった（図2-12）。

次に，産卵群の体サイズの年変化の要因を検
討するため，生息水温（仮定値）と平均外套長
との関係を調べた。その結果，雌雄ともに2001
年を除くと正の相関が見られた（図2-13）。そこ

で，漁獲加入直後の未成熟個体（表2-3）の平均

外套長と生息水温（仮定値）との関係を調べた
ところ，有意な正の相関が見られた（図2-14）。

このことから，ヤリイカの成長は水温と関連が

図２―11　鰺ヶ沢・大戸瀬漁協における平均外套長の年変化

図２―12　鰺ヶ沢・大戸瀬漁協における性比の年変化

図２―13　生息水温（仮定値）と産卵群の平均外套長との関
係

表２―３　10月に八戸沖で着底トロール調査を行って得たヤ
リイカの個体数と外套長

図２―14　生息水温（仮定値）と未成熟個体の平均外套長と
の関係
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あることが考えられた。しかし，2001年に産卵
群の雄の平均外套長が極めて小さかった要因は
水温以外にあると考えられ，かつ，漁獲加入後
に影響したと考えられた。

そこで，青森県太平洋海域で漁獲加入し，
鯵ヶ沢・大戸瀬地区へ回遊すると考えられる経
路上において体サイズを調べた（図2-15）。漁期

序盤の八戸市沖合底びき網漁業による規格サイ
ズ組成を見る限り，2001年に小さいという特徴
はなかった。しかし，津軽海峡東部に位置する
大畑町漁協の定置網による規格サイズ組成を見る
と，2001年は大型サイズの割合が少なかった。こ
れらのことから，2001年の産卵群の雄が小さかっ
た要因は，津軽海峡東部海域へ回遊する以前の青
森県太平洋側にあったと推測された。

考　　察
産卵群を最も多く漁獲している青森県日本海

海域（鯵ヶ沢・大戸瀬地区）を対象に，産卵群
の性比と外套長組成の年変化を調べた。産卵期
の性比は，はじめは雄に偏っているが，期間を
通じては雄の割合が約4割で，性比の年変化は小
さかった（図2-12）。産卵群の性比が雌にやや
偏っている意味についてはわからなかった。ヤ

リイカの雄には繁殖戦術の異なる大型雄と小型
雄 （ s n e a k e r ） が 存 在 し ， そ の 分 岐 点 は
ML204mmにあることが報告されている（Iwata, 
2005）。そこで，外套長組成を大型雄と小型雄
の混合正規分布とみなして各コホートに分解し
たところ，大型雄の平均外套長は277mm，小型
雄のそれは194mm，その分岐点はML223mmと
推定された。また，小型雄の比率は８～39％の
範囲で年変化が見られ，2001年の比率は他の年
の約２倍であった。各個体がどの時点でどのよ
うな環境要因によって繁殖戦術を選択している
かはわかっていない。また，繁殖特性として小
型雄（sneaker）の比率が，資源変動にどのよう
な影響を与えるのかについても不明である。

産卵群の平均外套長は，雌の年変化は小さい
が，雄の年変化が大きく，特に2001年の雄が小
さかった（図2-11）。そこで，体サイズ（外套
長）の年変化の要因について検討した。経験し
たであろうと仮定した生息水温と平均外套長と
の間に正の相関関係が見られたことから（図
2-13，図2-14），成長に水温が関連している可能
性が考えられた。水温依存型の成長を示すイカ
類は，ケンサキイカ（Natsukari et al., 1988）, 
アオリイカ（上田，2000）で報告されている。
本種においても，孵化幼生の成長が水温依存で
あることが示されている（古川，2005）。しか
し，本種の孵化幼生の飼育実験では，餌密度に
より成長差があることが報告されていることか
ら（Ikeda et al., 2005），今後は，餌料環境と成
長との関係を調べる必要がある。

2001年に雄の平均外套長が極めて小さかった
要因は，生息水温（仮定値）では説明できな
かったことから，別の要因が考えられる。2001
年は，青森県日本海海域と津軽海峡東部海域で
小型であったが，八戸市沖合底びき網漁業では
小型ではなかった。このことから，小型化した
要因は，津軽海峡へ回遊する以前の青森県太平
洋海域にあると思われるが，その要因を特定す
ることはできなかった。

以上のように，ヤリイカ産卵群の雄の外套長
に年変化が認められた。日本海のスルメイカで

図２―15　ヤリイカ漁獲量の規格サイズ組成の年変化、上
図：八戸市沖合底びき網漁業　下図：大畑町漁協
定置網
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は，10年くらいの周期で，資源量の増大ととも
に魚体が大きくなり，反対に資源量が減少する
と魚体も小型化することが報告されている（木
所，2002）。しかし，この関係は密度依存的な
関係とは反対であり，この関係の意味するとこ
ろは明らかでない。ただし，スルメイカの体サ
イズと資源変動に関連があることは確かであ
る。魚類では，親の栄養状態による卵の質に
よって初期生残が影響することが報告されてい
る（田中，1998； 森本，1994）。ヤリイカ産卵
群の雄の体サイズ組成の違いにより，再生産の
成否に影響するのかどうかを調べるのは難しい
ため，スルメイカのように長期的なデータを蓄
積し，ヤリイカ産卵群の体サイズの年変化と資
源変動との関係をモニタリングする必要がある
と考えられた。

2.3　胚発生と孵化に及ぼす低水温と低塩分の響
　　 影

ヤリイカの胚発生段階は，Baeg et al.（1992）
により28段階に定義されている。胚発生と水温
との関係についてはいくつかの研究例があり
（諫早，1934； 浜部，1960； 横山，1984； 北
沢，1989a； Baeg，1993； Lima，1999； 古
川，2005），９～20.6℃の範囲で正常発生し，水
温が低いほど孵化までに要する時間は長くなる
が，６℃以下では孵化しないことがわかってい
る。また，Sakurai et al. （2002）は卵発生の途
中に水温が７～11℃から５～６℃に低下し，そ
のまま低水温が続く場合には，発生の停止また
は孵化幼生が生残しないことを明らかにした。
さらに，一時的に卵が低水温にさらされた場
合，より高水温から５～６℃の温度ショックを
受けるほど奇形・死亡率が増加して孵化率が低
下することを報告している。

ヤリイカの産卵場が多く存在する本州北部と
北海道南部の沿岸域は，冬季の水温が６℃以下
に低下することがあり，その場合，発生に不適
な低水温の影響を受ける可能性がある。また，
産卵場は極沿岸域にも見られ，河川水の影響を
受ける可能性も考えられる。そこで，ヤリイカ

の胚発生に及ぼす低水温と低塩分の影響につい
て，最適条件と閾値を明らかにするため，様々
な水温と塩分の条件で卵嚢の飼育実験を行っ
た。 

材料と方法
　低水温に関する実験は1999年と2000年に１回
ずつ行った。実験１として，５℃から11℃まで
の恒温条件で飼育し，胚発生に適した水温を求
めた。卵嚢を９℃で14日間（胞胚期Stage 11，
発生段階はBaeg et al.（1992）に従った）飼育
した後，５℃，７℃，９℃，11℃のインキュ
ベーター内に移し，孵化もしくは発生が停止す
るまで飼育して観察した。 実験２では，発生段
階の前期（Stage 10または11，胞胚期），中期
（Stage 21，眼と鰭の原基形成），後期（Stage 
26，中腸腺以外の体形成完了）の３段階におい
て，正常に発生が進行する９℃の水温から，胚
発生に不適とされている５℃の水温に15日間，
または30日間低下させ，再びもとの水温に戻し
て（以下，この温度変化を低水温ショックと略
す。また，この実験区を9-5-9℃区とする。）飼
育し，その孵化率を調べた。また，1999年に
は，時間をかけて緩やかに低水温ショックを与
えた場合の影響を調べるため，５℃の低水温
ショックを与える前後に７℃で15日間飼育した
実験区も設けた（以下，9-7-5-7-9℃区と略す）。

低塩分に関する実験では，実験３として，塩
分が20.4 psuから34.6 psuまでの範囲内で，７段
階の異なる塩分の実験水槽内に卵嚢を収容し，
胚発生速度と奇形の有無，および孵化率を比較
した。この実験は，胚発生が正常に進行する水
温条件の９℃と15℃の２つの恒温条件下で行っ
た。実験４では，胚発生途中で低塩分にさらさ
れた場合の胚発生への影響を調べるため，胚発
生前期（Stage13，嚢胚期）と後期（Stage22，
鰓と平衡石の形成）の２段階において，胚発生
に不適とされる塩分21psu（伊藤，2003）の海水
に，それぞれ８日間および18日間浸漬し，再び
もとの塩分海水に戻して胚発生への影響を調べ
た。
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　供試卵は，1999年の実験では1999年５月１
日，2000年の実験では2000年４月23日，低塩分
の実験では2002年４月10日に，いずれも青森県
小泊村沿岸海域で採集されたヤリイカ数十個体
を水温約９℃の水槽内に収容し、その日に産卵
させて得た。飼育方法は，海水約４リットルの
入 っ た 円 柱 形 の 容 器 （ 直 径 2 5 0 m m ， 高 さ
300mm）に，約20房の卵嚢を収容し，止水状態
でエアレーションを行った。容器をインキュ
ベーター内に収容し，温度をコントロールし
た。また、インキュベーターの小窓から自然光
が入るようにしたが，照度は胚発生の速度や孵
化様式に影響を及ぼさないとされている（Ikeda 
et al., 2004）。海水は1999年の実験では15日間毎
に，2000年の実験と低塩分の実験では７日間毎
に交換した。なお， 2000年の実験において，
９℃区を対象に飼育海水の塩分値を測定したと
ころ，塩分値は30.35～34.76psuの範囲内で変化
した。また，低塩分の実験における飼育水の塩
分の調節は自然海水を蒸留水で希釈して行い，
週 １ 回 の 換 水 と と も に ， 誘 導 起 電 式 塩 分 計
（MODEL601MKⅢ，YEO-KAL社製）を用いて
換水前後の塩分を測定した。実験区の観察は，
各実験水槽内の特定の卵嚢を対象に週１回行
い，孵化の確認と採取はほぼ毎日行った。

環境要因と孵化率との関係については，魚類
の孵化率（Kashiwagi et al . ,  2000; 牧野ら, 
2003）や頭足類幼生の生残率（Ito, 1985）に対
して摘要された以下の応答曲線（吉田，1978）
を用いて解析した。

H=ａ+ｂT+cT2+dS+eS2+fTS
ここで，H=孵化率，a=定数，b-ｆ=回帰係数，
T=水温，S=塩分を示す。各パラメータは，
Excel多変量解析Ver.3（株式会社エスミ）の重
回帰分析を用いて推定した。孵化率（H）の最大
値 が 最 適 条 件 と な る こ と か ら ， そ の 値 を
Microsoft Excelのソルバー機能を用いて算出し
た。

環境要因と発生速度との関係については，甲
殻類の抱卵期間（市川ら，2004）や頭足類の胚
発生（Hamasaki and Morioka, 2002）で摘要さ

れた以下の三つの非線形モデルを用いて解析し
た。
　　　　　　　　べき乗式：　D=aTb　　　
　　　　　Belehradekの式：　D=a(T-α)b

　　　有効積算温度測の式：　D=a/(T-α)
ここで，Dは孵化までの日数（発生開始から孵化
個体が50％を超える日まで），Tは水温を示す。
パラメータａ，ｂ，αのうちαは生物学的零度
を示す（Yamakawa and Matsuda, 1997）。各モ
デルのパラメータは，Yamakawa and Matsuda
（1997）に従って最尤法により推定し，対数尤
度の最大化にはMicrosoft Excelのソルバー機能
を用いた。また，各モデルの適合度について
は，AIC（赤池情報量基準）により判断した。
なお，用いたデータは，本実験のうち孵化率が
80％を超えた6例と，本実験では高温域側のデー
タが欠けているため，Baeg（1993）の実験結果
（14.6℃で37日，17.1℃で29日，20.6℃で20日）
を加えた。

結　　果
低水温の影響
　実験１の恒温条件では，各水温区の発生速度
と孵化率は1999年と2000年の実験で同様の結果
が得られた（表2-4, 図2-16）。５℃区では，約
114～134日を要してStage23まで緩やかに進行し
たが，その後進行が止まり全て死亡した（図
2-16）。その他の実験区では孵化まで達し，水温
が高いほど孵化に要する時間が短く（図2-16），
また，水温が高いほど孵化率が高い傾向にあっ
た（表2-4）。７℃区で孵化した幼生は，９℃区
と11℃区のそれと比較し，遊泳力が弱く，水槽
底面で静止している個体が多かった。
　実験２の低水温ショックを与えた条件では，
各実験区の発生速度と孵化率は，1999年と2000
年の実験でほぼ同様の結果が得られた（表2-4, 
図2-17）。低水温ショックを与えた発生段階を前
期（Stage 10またはStage 11），中期（Stage 
21），後期（Stage 26）の３段階に分けて孵化
率を比較すると，発生段階中期に低水温ショッ
クを与えた実験区の孵化率が最も低くかった
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表２―４　異なる水温条件による卵嚢飼育実験の概要



44

伊藤　欣吾

図２―16　異なる水温条件による胚の発育段階の推移

（図2-17）。発生段階中期に低水温ショックを与

えた実験区のうち，15日間の実験区で孵化した
個体は遊泳力が弱く，水槽底面に静止している
個体が多い，30日間の低水温ショックを与えた
実験区では孵化しなかった。低水温ショックを
与えた期間は発生の進行が停止し，水温を９℃
に戻すと発生が進んだ。低水温ショックを与え
た期間の違いによる孵化率は，30日間の方が15
日間よりも低かった（図2-17）。ただし，1999年
発生段階前期に15日間の低水温ショックを与え
た実験区では，孵化開始から４日目まで海水を
交換しなかった。そのため，その間に孵化時に

排出される物質等で飼育海水が白く濁ったこと
が原因で，実際の孵化率よりも低い結果となっ
た。9-7-5-7-9℃区の時間をかけて緩やかに低水温
ショックを与えた場合と，9-5-9℃区の発生段階
前期に急激な低水温ショックを与えた場合とで
は，孵化率に大きな差は見られなかった（表
2-4）。この実験区における水温の移行は，9℃か
ら7℃へはStage13の時に，７℃から５℃へは
Stage17の発生段階に行われた。
低塩分の影響

実験３の塩分一定の条件では，低塩分の実験
区ほど孵化までの発生期間が長くなる傾向，お
よび孵化率が低下する傾向が認められた（表2-5, 
図2-18）。９℃の27.2，25.8 psu，15℃の25.4，
23.9 psuの実験区で孵化した幼生の多くは，外套
膜が異常に縮小した奇形であり（図2-19），正常
な遊泳ができなかった。実験4では，胚発生に不
適な低塩分21psuにさらしたところ，全ての実験
区において，胚発生が途中で停止して死亡した
（表2-5）。
環境要因の最適条件と閾値
　環境因子である水温（T）と塩分（S）によ
り，孵化率（H）の応答曲線は以下のように算出
された（図2-20）。

H=-792.67+50.32T-1.86T2+33.00S-0.44S2-
0.14TS 　(r2=0.85, F=18.8, p<0.01)

こ の 式 に よ り ， 孵 化 率 を 最 大 に す る 水 温 は

図２―17　異なる発生段階に15日間もしくは30日間の低水
温ショックを与えた実験の孵化率
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表２―５　異なる塩分条件による卵嚢飼育実験の概要

図２―18　異なる塩分条件による胚の発生段階の推移
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12.2℃，塩分は36.0psuと推定された。孵化率は
水温と塩分および両者の相互作用を受け，正常
に孵化したと判断される80％孵化率の水温下限
は8.3℃，塩分下限は28.0psuであった。なお，実
験条件の範囲外になるが，応答曲線から導き出
された80％孵化率の水温上限は16.0℃，塩分上限
は43.9psuであった。

水温（T）と孵化までの日数（D）との関係を
示す各モデル式は，以下のとおり算出された
（図2-21）。

べき乗式：　D = 6196T-1.896

　　（AIC= 114.77　）　
Belehradekの式：　D = 1477(T-2.595)-1.47　
　　（AIC= 110.57　）
有効積算温度測の式：　D = 366.6/(T-5.206)　
　　（AIC= 116.25　）
これらのモデル式のうち，Belehradekの式が最
小のAICを示し，適合度が良かった。生物学的
零度を示すパラメータαは2.595℃であった。し
かし，実際には5℃の実験区において発生が停止
し，孵化しなかった。有効積算温度側の式で示
されたパラメータαは5.206℃で，実験結果に矛
盾しなかった。

考　　察
実験結果より，ヤリイカ卵は，発生途中に水

温が７℃に低下すると孵化率が低下すること，
さらに，５℃に低下したままでは発生が停止し
て孵化しないこと，また，一時的に５℃の水温
にさらされると孵化率が低下することが明らか
になった。これらの結果は，Sakurai  et  a l .
（2002）の報告を支持するものであった。ま
た，本研究により，ヤリイカ卵が一時的に5℃の
水温にさらされた場合，その期間が長いほど孵
化率が低下すること，特に，発生段階の中期に
さらされると，孵化率が極めて低くなることが
明らかになった。発生段階の中期に30日間５℃
の水温にさらされると，その後の発生はStage24
～26で停止し死亡した。また，水温が５℃に低
下した際の発生はStage22～23で停止し死亡し
た。これらのことから，Stage23前後の発生段階
が特に低水温に弱いことが示唆された。Stage23
前後とは眼，鰓，平衡石，外套膜，色素などの
体形成がなされる時期に当たる（Baeg et al. , 
1992）。この発生段階は，魚類においても水温
変化に弱いことが知られている（Kiyono and 
Shinshima, 1983; Oozeki and Hirano, 1985）。

塩分による影響については，低塩分ほど孵化
までの発生期間が長くなり，塩分27.2psu以下で
は，胚の死亡率が増加し孵化率も低下すること
が明らかになった。また，胚発生途中で卵が一

図２―19　正常な胚（A）と外套膜が縮小した奇形の胚（B）

図２―20　水温と塩分による孵化率の応答曲面

図２―21　水温と孵化養日数との関係および３つの非線形モ
デル
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時的に発生に不適な塩分21psuにさらされた場合
には，すべての胚が死亡することが明らかと
なった。

孵化率に対する水温と塩分の最適条件につい
て，応答曲面法により水温が12.2℃，塩分が
36.0psuと推定された。孵化率は水温と塩分およ
び両者の相互作用を受けることが示された。正
常に発生が進行し孵化した実験区の孵化率は
80％を越えていたことから，便宜的に80％孵化
率を正常発生の目安として水温範囲と塩分範囲
を応答曲面法で推定した。正常孵化率80％を示
す水温下限は8.3℃，塩分下限は28.0psuであっ
た。また,実験の条件範囲を超えるが，応答曲線
から孵化率80％を示す水温上限は16.0℃，塩分上
限は43.9psuと推定された。水温と孵化までの日
数との関係については，Belehradekの式が最も
適合が良かった。しかし，Belehradekの式が示
した生物学的零度は2.595℃であり，実験により
確認された５℃を下回った。有効積算温度側の
式では，Belehradekの式に比べると適合がわず
かに劣るものの，生物学的零度は5.206℃を示
し，実験結果に矛盾しなかった。このことか
ら，水温と孵化までの日数の関係は有効積算温
度側の式が適していると判断した。

イカ類の胚発生に対する水温耐性について
は，スルメイカTodarodes pacificusでは約15-23℃
（Sakurai et al., 1996），ヨーロッパヤリイカ
Loligo vulgarisでは90％孵化成功率が12-17℃
（Oosthuizen et al., 2002）と推定され，水温が
再生産の成否に影響を与えることが示されてい
る。本実験によるヤリイカの正常孵化率80％の
水温耐性は下限が8.3℃と推定された。この値
は，第３章第１節で示す産卵群の漁場水温の下
限とほぼ一致する。ヤリイカの産卵場となる日
本海北部の沿岸水温は季節的，経年的に変化し
（平井，1995），時には５℃を下回ることもあ
る。ヤリイカの産卵期は１～６月と長く，水温
下降期に産み付けられた卵が発生に不適な水温
にさらされることが予想される。Sakurai et 
al.（2002）が指摘しているとおり，ヤリイカの
再生産の成否を検討する場合には，産卵海域の

現場水温のモニタリングが重要である。
一方，イカ類の胚発生に対する塩分耐性の下

限については，ホタルイカWatasenia scintillans 

が29.9 psu（林 1997），ヨーロッパヤリイカ
Loligo  vulgaris が28psu（D'Aniel lo et al . , 
1989），ヨーロッパコウイカSepia officinalis が
25psu（Paulij et al., 1990）である。本実験によ
るヤリイカの正常孵化率80％を示す塩分下限
（28.0psu）は，ヨーロッパヤリイカと同じ値
で，ホタルイカより低く，ヨーロッパコウイカ
より高かった。これら４種の塩分耐性の違い
は，産卵場と胚発生速度の違いによると思われ
る。ホタルイカは外海に浮遊卵として産卵し，
孵化までには6～14日間程度である（林, 1989）
のに対して，他の３種は沿岸の海底基質に卵嚢
を付着させて産卵し，孵化には18～111日間程度
（ヤリイカ）を要する。つまり，ホタルイカに
比べて他の３種は，河川などからの低塩分水の
影響を受けやすい環境条件にあることにより，
塩分耐性の違いが生じていると思われた。しか
し，ヤリイカの卵嚢が産卵される沿岸海域の水
深は，北日本では主に5-30mであり（田村ら, 
1981），沿岸表層を一時的に覆う河川水由来の
低塩分水（笠井, 2003）の影響は少ないと判断さ
れる。ただし，集中豪雨など大量の河川水が沿
岸に流入し，それが潮流や波浪により攪拌され
て海底近くまで低塩分水が覆う場合には，ヤリ
イカの再生産に大きな影響があると考えられ
た。

　第３章　北日本個体群の漁獲動向と
　　　　　海洋環境，および漁況予測
　イカ類の漁場は水温環境と関係があることが
知られており（奈須ら，1991 ;  Waluda and 
Pierce, 1998），水温環境をもとにイカ類の漁獲
量予測モデルが開発されてきた（横田ら，1998; 
Miyahara et al., 2005）。イカ類の資源変動は，
海洋環境変化に起因する再生産・加入過程の成
否に影響して起きると考えられている（桜井，
1998）。このようなことから，ヤリイカの分布
回遊が海洋環境変化にどのように応答している
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のかを明らかにすることは，資源変動要因ある
いは漁況予測の検討に役立つ。そこで，北日本
各地の漁獲量と海洋環境データを用いて，漁場
水温，漁場の時空間変化と海洋環境との関係を
調べ，得られたデータを基に，初漁日と漁獲量
予測の手法の検討，および北日本個体群の分布
と資源変動に対する海洋環境変化の影響を調べ
た。

3.1　漁場水温と初漁日予測
ヤリイカの分布域の水温や漁場の水温につい

ては，いくつかの知見がある（表3-1）。ヤリイ

カ未成体の分布域の水温は４～18℃，産卵群を
対象とした漁場の水温は７～16℃の範囲で，海
域によって異なる。これらの分布水温と漁場水
温は，北海道を除くと1980～1987年に調査され
たものである。日本海の冬季海面水温は，低温
期の1980年代から高温期の1990年代への変化が
顕著であり（平井，2001），1988/89年に寒冷か
ら温暖への小規模レジームシフトが起きたとさ
れている（見延，2001）。温暖期に入った1990
年代以降の漁場水温は調査されていない。ま
た，これらの報告の多くは，月１回の海洋観測
から推定された漁場域の水温であり，ヤリイカ
を漁獲する漁具に直接水温計を取り付けて常時
観測されたものではない。 

ヤリイカの漁場水温が比較的狭い範囲である
ならば，漁場や漁期を予測する上で，漁場水温
を明らかにする意義は大きい。そこで，直接漁
具に水温計を取り付けて，漁場水温を明らかに
し，漁場水温に基づく初漁日予測の検討を行っ
た。

材料と方法
北日本ヤリイカ個体群の主要漁場となってい

る青森県太平洋側の八戸沖の沖合底びき網漁
業，青森県日本海側の鯵ヶ沢・大戸瀬地区の底
建網漁業，および小泊地区の定置網と棒受網漁
業，ならびに北海道渡島支庁の松前町の定置網
と棒受網漁業の４地区において，日別漁獲量と
漁場水温との関係を調べた（図3-1）。ただし，

八戸地区は日別データがないため，月別データ
とした。

漁獲量データは，八戸みなと漁協，株式会社
八戸魚市場，鯵ヶ沢漁協，大戸瀬漁協，小泊漁
協，下前漁協，および松前さくら漁協より提供
頂いた。水温データは，東北区水産研究所発行
の東北海区水温図100m　（http://www.myg.
affrc.go.jp/　kaiyo/temp/temp.html）　を用い
て，青森県尻屋崎東方沖St. 1（図3-1）の100m層
水温を月別に読み取った。また，青森県日本海
側に位置する大戸瀬地先水深25ｍ地点St. 2（図
3-1）に設置された定置網に，小型自記式水温計
（アレック電子社製MDS-T）を取り付けて，底
層の水温を10分間隔で観測した。北海道では，
松前町大崎地先St. 3（図3-1）のコンブ養殖施設
に取り付けた記録式水温計による海面下5ｍの日
別水温を用いた。解析期間は1998～2005年と
し，漁期は8月から翌年7月までとした。

小泊地区の初漁日を大戸瀬地先St. 2の日別水

表３―１　各地の漁場水温

図３―１　漁獲調査地点（○）と水温観測地点（●）
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温から予測する方法を検討した。予測の方法
は，初漁日が水温によって規定されていると仮
定し，その水温に達した時点を初漁日とした。
そのため，水温を予測する必要がある。初漁日
はおよそ４月上旬前後であることから，１～２
月の水温をもとに，その後６月30日までの水温
予測を試みた。１～６月の水温は，３月頃の最
低水温を中心に放物線を描くと思われたことか
ら，水温変化を二次方程式で表現することとし
た。1999～2005年の各年１～６月の観測値を二
次方程式に近似させて各年の実測式を算出し
た。

Y＝aｘ2＋bx＋ｃ
ｘは基準日1月1日からの日数を，Yはｘ日後の水
温を示す。パラメータはMicrosoft　Excelのソ
ルバー機能を用いて最小二乗法により推定し
た。次に，１～２月の観測値を入力し，ソル
バー機能を用いて二次方程式に近似させて，６
月までの予測式を算出した。その際，ソルバー
計算のパラメータの初期値は1999～2005年の実
測式の平均値を採用し，制約条件としては，最
低水温が1999～2005年の実測式の最大値を下回
るように設定するとともに，６月の最高水温が
1999～2005年の実測式の最小値を上回るように
設定した。

結　　果
八戸地区の沖合底びき網漁業による盛漁期は

おおむね11～１月であり，尻屋崎東方沖St. 1の
100m深水温が最低となる２～３月に漁獲量が急
激に減少した（図3-2）。月別漁獲量からみて，

便宜的に月間50トンを超える期間を盛漁期と定
めると，盛漁期の水温は5.2～16.2℃の範囲で
あった（図3-3）。ただし，12～２月は水温が急

激に急低下するため，実際の漁場の水温と差が
生ずる場合がある。

鯵ヶ沢・大戸瀬地区の底建網漁業による盛漁
期はおおむね１～３月であった（図 3-4）。日別
漁獲量からみて，便宜的に日間５トンを超える
期間を盛漁期と定めると，盛漁期の水温は7.4～
13.9℃で，平均9.9℃であった（図3-3）。

小泊地区の定置網・棒受網漁業による盛漁期
は４月頃であった（図3-4）。日別漁獲量からみ
て，便宜的に日間３トンを超える期間を盛漁期
と定めると，盛漁期の水温は8.1～10.2℃で，平
均9.1℃であった（図 3-3）。

松前地区の定置網・棒受網漁業による盛漁期
は４月頃で，２月頃に多少漁獲されるが，水温
が最低となる３月頃に漁切れする傾向があった
（図3-5）。日別漁獲量からみて，便宜的に日間
３トンを超える期間を盛漁期と定めると，盛漁
期の水温は6.5～11.1℃で，平均8.3℃であった
（図3-3）。

以上４地区の中で盛漁期の水温範囲が最も狭
い小泊地区を対象に，水温から初漁日を予測す
ることを検討した。1999～2005年の１～６月の
日別水温について，観測値とそれを近似した二
次方程式（実測式），および１～２月の観測値

図３―２　八戸地区の月別漁獲量と尻屋崎東方沖St.1の100m
深水温の推移

図３―３　水温と漁獲量との関係、八戸地区は月別データ、
その他の地区は日別データ
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図３―４　鰺ヶ沢・大戸瀬地区と小泊地区の日別漁獲量および大戸瀬地先St.2の底層水温の推移
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図３―５　松前地区の漁獲量と松前町大崎地先St.3の表層水温の推移、矢印は推定された春産卵グループの初漁日を示す
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をもとに６月までの水温を予測した予測式を図
3-6に示した。この実測式を用いて，初漁日と水

温との関係を調べたところ，最低水温と初漁日
水温との間に有意な関係が見られた（図3-7）。
つまり，最低水温がわかれば，この関係式を用
いて初漁日水温を推定し，初漁日水温に達した
日を初漁日として導き出すことが可能である。
そこで，１～２月の観測値をもとにした水温の
予測モデルから，初漁日を予測した（図3-8）。
予測した初漁日は，1999年に12日遅い予測日と
なったが，これを除くと-１～+５日の範囲で，
予測日が遅くなる傾向があった。 

考　　察
得られた漁場の水温について，過去の知見と

比較した。八戸地区の沖合底びき網漁業による
漁場の水温は5.2～16.2℃の範囲と推定された。
当漁場では，未成体を主体に漁獲していること
から（第２章第１節），この漁場の水温は未成
体の分布水温にあたる。1980年代に調査された
未成体の分布水温は，島根県が４～15℃（北沢
ら，1987），山形県が６～18℃（佐藤，1987）
であり，本調査結果とほぼ同様の水温帯であっ
た。産卵期を対象とした盛漁期の漁場水温は，
鯵ヶ沢・大戸瀬地区で7.4～13.9℃，小泊地区で
7.9～11.7℃，松前地区では6.5～11.1℃の範囲と

図３―６　大戸瀬地先St.2の日別底層水温の実測値、実測式
および予測式

図３―７　大戸瀬地先St.2の最低水温と小泊地区の初漁日水
温との関係

図３―８　大戸瀬地先St.2の水温予測式から推定した小泊地
区の初漁日
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推定された。1980年代以前に調査された産卵期
の漁場水温は，青森県日本海が7.6～11.3℃（青
森県，1983），北海道後志沿岸では７～14℃
（石井・村田，1976）と報告されていることか
ら，本調査結果とほぼ同様の水温帯であった。
以上のように，1980年代の低温期と1990年代以
降の高温期で漁場水温に変化は見られず，ヤリ
イカの分布域が水温に規定されていると考えら
れた。

小泊地区の初漁日を大戸瀬地先水温から予測
することを検討した結果，１～２月の大戸瀬地
先水温をもとに予測することが可能と判断でき
た。ただし，今回の予測では最大で12日の誤差
があり，予測日が遅れる傾向にあった。これ
は，水温の予測式に用いた二次方程式に原因が
あると考えられる。１月から６月までの水温
が，３月頃の最低水温を中心に放物線を描くこ
とを想定して二次方程式を採用した。ところ
が，初漁日の予測日が遅れるということは，水
温の上昇速度が想定したよりも速かったためと
考えられる。このことから，今後は，水温の予
測式に二次方程式とは別の式を検討する必要が
ある。また，鯵ヶ沢・大戸瀬地区と松前地区に
おいても初漁日がある程度の水温で規定されて
いることが示唆されたため，小泊地区と同様の
手法で初漁日予測を検討する必要がある。

3.2　漁場の時空間変化と海洋環境との関係
　前節において，ヤリイカの漁場水温を明らか
にし，産卵期の漁場水温が狭い範囲であること
を示した。このことから，水温の年変化に伴っ
て漁場が時空間的に変化する可能性がある。こ
こでは，資源変動要因と漁況予測手法を検討す
るための基礎的知見を得ることを目的に，漁場
の時空間変化と海洋環境との関係を調べた。ま
た，第１章において，北日本個体群の産卵回遊
経路が冬と春で異なることを示し，太平洋側で
育った個体が冬に，日本海側で育った個体が春
に産卵回遊することを推定した。このような北
日本個体群が日本海と太平洋側に分散する仕組
みについて，海洋環境との関係ついて検討した。

試料と方法
漁獲データは，石川県～北海道と岩手県の範

囲とした。海域の区分は，基本的に県別支庁別
とし，檜山支庁～網走支庁までを檜山以北とし
て一括に扱い，青森県は日本海，津軽海峡およ
び太平洋の３海域に分け，石川県は沿岸漁業
（能登半島東側）のみとした（図3-9）。漁期は

８月～翌年７月までとした。漁場の時空間変化
を見るため，便宜的に冬に産卵回遊するグルー
プ（冬産卵グループ）と春に産卵回遊するグ
ループ（春産卵グループ）に分けて漁獲量を集
計した。第１章で，冬産卵グループは，未成体
期に噴火湾から岩手県までの太平洋海域と津軽
海峡域で生活し，１～２月に津軽海峡域から青
森県日本海海域で産卵すると推定し，春産卵グ
ループは，未成体期に北海道余市付近から能登
半島西側の日本海海域で生活し，能登半島付近

北日本ヤリイカ個体群の分布回遊と資源変動要因に関する研究

図３―９　漁獲量集計区分、Ｎ Hiyama：檜山支庁以北、
Oshima：渡島支庁、Ｊ Aomori：青森県日本海
Ｔ Aomori：青森県日本海、Ｔ Aomori：青森県
津軽海峡、Ｐ Aomori：青森県太平洋　 Iwate：
岩手県、Akita：秋田県、Yamagata：山形県、
Niigata：新潟県、Toyama：富山県　Ishikawa：
石川県沿岸漁業
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では１月から産卵するが，多くは３～６月に新
潟県から北海道宗谷付近まで北上しながら産卵
し，一部は津軽海峡域で産卵すると推定した。
このような根拠から，冬産卵グループの漁獲区
分を，渡島支庁，青森県および岩手県の８月～
翌年２月までとし，その他を春産卵グループの
漁獲区分とした。

海 洋 環 境 デ ー タ は ， ６ 種 類 を 用 い た （ 図
3-10）。対馬暖流の流量として，青森県舮作崎西

方の観測ラインにおける月１回（１，２，８月
を除く）の海洋観測結果（佐藤，2001）を用い
た。日本海の水温は，青森県鯵ヶ沢地先の定地
定時観測結果を用いた。津軽暖流の流量は，西
田ら（2003）に従い，青森県深浦町と北海道函
館市の水位差より求めた。太平洋の水温として
は，青森県尻屋崎東方沖水深150m地点の100m層
水温を東北区水産研究所発行の東北海区水温図
100m（http://www.myg.affrc.go.jp/kaiyo/
temp/temp.html）　から読み取るとともに，
1997年以前は佐藤（2003）のデータを用いた。
親潮の勢力指標として，南下緯度・経度を東北
区水産研究所より提供頂いた。海洋環境データ
は月別の値を標準化して用いた。

解析期間は1984～2003年の20年間とし，その
間の漁獲努力量の算出が困難であったことか

ら，漁獲努力量を一定と仮定して解析した。
解析は，次のように行った。まず，北日本個

体群の分散の環境要因を検討するため，北日本
個体群の漁獲量に対する冬産卵グループの漁獲
比率と各海洋環境データとの相関関係を調べ
た。次に，産卵グループ別に，漁場の時空間変
化を調べるため，海域別漁獲割合のデータを用
いて主成分分析を行った。漁獲量ではなく漁獲
割合のデータを用いたのは，漁獲年変動が類似
する海域では，全海域のベクトルが同じ方向に
変動するパターンの寄与率が高くなるため，海
域の偏りを示す空間変化を検出することが困難
であったためである。主成分分析から判断した
特徴的な漁場の時空間変化について，各海洋環
境データの年変化との相関関係を調べた。さら
に，漁獲変動の環境要因を検討するため，北日
本個体群の漁獲量の年変動と月別海洋環境デー
タの相関関係を調べた。 

結　　果
漁獲量の推移

1984～2003年における海域別月別の漁獲量を
図3-11に示した。青森県日本海海域では，1984
～1988年は漁獲のピークが１月と４月にある２
峰型を示すが，1989年以降では１～３月にピー
クが見られる単峰型の年が多く，冬産卵グルー
プと春産卵グループを区別することが難しい年
が多かった。それ以外の海域の漁獲のピークを
みると，渡島支庁と青森県津軽海峡では２峰
型，その他では単峰型を示し，産卵グループの
区別が可能であった。

北日本個体群の漁獲量と，冬産卵グループと
春産卵グループの漁獲割合の年変化を図3-12に示

図３―10　解析に用いた海洋環境と観測地点

図３―12　北日本個体群の漁獲量、および冬産卵グループと
春産卵グループの漁獲割合の年変化
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図３―11　海域別月別漁獲量の推移、および冬産卵グループと春産卵グループの漁獲集計区分
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した。北日本個体群の漁獲量は，1984～1986年
は低位，1987年に増加した後，1987～1999年は
高位で推移したが，2000～2003年は大きく増減
した。北日本個体群の漁獲量に占める冬産卵グ
ループの漁獲量の割合は，1984～1999年では増
加傾向にあったが，2000年以降はやや減少傾向
を示した。

両産卵グループの海域別漁獲割合を図3-13に示

した。冬産卵グループの漁獲の特徴として，全
期間を通じて青森県日本海海域の漁獲割合が最
も多いこと，渡島支庁の漁獲割合が1985～1988
年に少ないこと，青森県太平洋海域の漁獲割合
が1994～2003年に多いことが上げられる。春産
卵グループの漁獲の特徴として，北海道の漁獲
割合が1989～1994年に多いこと，青森県の漁獲
割合が1995～2002年に多いこと，新潟県～石川
県の漁獲割合が1984～1998年に多いことが上げ
られる。
両産卵グループの漁獲割合と海洋環境との関係

北日本個体群に占める冬産卵グループの漁獲
量の割合と海洋環境との相関係数を図3-14に示し
た。冬産卵グループの漁獲比率の年変化は，津
軽暖流の流量と相関が見られ（図3-14），特に，

発生年の１～６月の平均流量と高い相関関係に
あった（図3-15, ｒ=0.85, ｐ<0.001）。

冬産卵グループと海洋環境との関係
冬産卵グループについて，海域別の漁獲比率

を用いて主成分分析を行った（図3-16）。第１主

図３―13　冬産卵グループ（上図）と春産卵グループ（下
図）の海域別漁獲割合の年変化

図３―14　北日本個体群に占める冬産卵グループの漁獲比率
の年変化と月別の海洋環境データの年変化との相
関係数

図３―15　発生年１～７月の津軽暖流平均流量と北日本個体
群に占める冬産卵グループの漁獲量割合との関係

図３―16　冬産卵グループにおける海域別の漁獲割合による
主成分分析結果　上図：海域別の固有ベクトル、
下図：主成分得点の年変化
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成分は，寄与率が59％で，固有ベクトルは青森
県日本海海域が正値，その他の海域が０付近も
しくは負値を示し，全海域に占める青森県日本
海海域の割合がもっとも大きな変動パターンで
あると判断した。第２主成分以下の寄与率が
19％以下であり，低いと判断して解析から除い
た。次に，青森県日本海海域の漁獲比率と海洋
環境との相関係数を図3-17に示した。青森県日本

海海域の漁獲比率は，津軽暖流の流量と相関が
あり，特に，発生年の11～12月の平均流量と高
い負の相関関係にあった（図3-18 ,  r=0 . 7 8 , 
p<0.001）。

春産卵グループと海洋環境との関係
春産卵グループについて，海域別の漁獲割合

を用いて主成分分析を行った（図3-19）。第１主
成分は，寄与率が46％で，固有ベクトルは青森
県日本海海域と秋田県を境に南北で逆位相を示
すパターンであり，全海域に占める青森県日本
海海域以北の漁獲割合を示した変動パターンで
あると判断した。第２主成分は，寄与率39％

で，固有ベクトルは北海道と青森県を境に南北
で逆位相を示すパターンであり，全海域に占め
る北海道の漁獲割合を示した変動パターンであ
ると判断した。第３主成分は寄与率が８％であ
り，低いと判断して解析から除いた。第１主成
分の全海域に占める青森県日本海海域以北の漁
獲割合は，青森県日本海海域の水温と相関があ
り（図3-20），特に発生した翌年の１～２月の平
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図３―17　冬産卵グループにおける青森県日本海海域の漁獲
比率の年変化と月別の海洋環境データの年変化と
の相関係数

図３―18　発生年11～12月の津軽暖流平均流量と冬産卵グ
ループのうち青森県日本海海域の漁獲割合との関
係

図３―19　春産卵グループにおける海域別の漁獲割合による
主成分分析結果　上図：海域別の固有ベクトル、
下図：主成分得点の年変化　　　

図３―20　春産卵グループにおける青森県日本海海域以北の
漁獲割合の年変化（上図）北海道の漁獲割合の年
変化（下図）と月別の海洋環境データの年変化と
の相関係数

図３―21　発生した翌年１～２月の青森県日本海海域の平均
水温と春産卵グループに占める青森県日本海以北
の漁獲割合との関係
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均水温と高い相関関係にあった（図3-21, r=0.77, 
p<0.001）。第２主成分の全海域に占める北海道
の漁獲割合は，青森県日本海海域の水温と相関
があり（図3-20），特に発生年11月～翌年３月の
平均水温と高い相関関係にあった（図3-22 , 
r=0.61, p<0.01）。全海域に占める青森県日本海
海域以北の漁獲割合および北海道の漁獲割合は
ともに青森県日本海海域の水温と相関関係に
あった。そこで，全海域に占める青森県の漁獲
割合について調べた。全海域に占める青森県の
漁獲割合は，津軽暖流の流量と関係があり（図
3-23），特に発生した翌年２～４月の平均流量と

高い正の相関関係にあった（図3-24, r=0.61 , 
p<0.01）。
漁獲量の年変動と海洋環境との関係

北日本個体群の漁獲量の年変動と海洋環境と
の相関係数を図3-25に示した。漁獲量の年変動
は，日本海の水温と相関があり（図3-25），特に

発生年の１～４月の平均水温と高い正の相関関
係にあった（図3-26, r=0.64, p<0.01）。

考　　察
産卵期～初期生活期の１～６月に津軽暖流の

流量が多いほど，その年に産まれた北日本個体
群のうち冬産卵グループの割合が多くなる関係

伊藤　欣吾

図３―22　発生年11月～翌年３月の青森県日本海海域の平均
水温と春産卵グループに占める北海道の漁獲割合
との関係

図３―23　春産卵グループに占める青森県日本海～津軽海峡
海域の漁獲割合の年変化と月別の海洋環境データ
の年変化との相関係数

図３―24　発生した翌年２～４月の津軽暖流平均流量と春産
卵グループに占める青森県日本海～津軽海峡海域
の漁獲割合との関係

図３―25　北日本個体群の漁獲量の年変動と月別の海洋環境
データの年変化との相関係数

図３―26　発生年１～４月の青森県日本海海域の平均水温と
北日本個体群の年間漁獲量との関係
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が示された（図3-15）。冬産卵グループは太平洋
側，春産卵グループは日本海側で成長すると推
定されることから，北日本個体群は，産卵期～
初期生活期の津軽暖流の流量が多いほど，太平
洋側へ分散する割合が多くなると考えられた。
そのプロセスについて考えてみる。産卵期に津
軽暖流の流量が多い場合，冬産卵グループで
は，津軽海峡域を軸に太平洋側での漁獲割合が
多くなり（図3-18），春産卵グループでは，能登
半島から宗谷半島の範囲内で青森県日本海海域
～ 津 軽 海 峡 域 で の 漁 獲 割 合 が 多 く な る （ 図
3-24）。つまり，津軽暖流の流量によって産卵群
の分布域が変化し，流量が多いほど，孵化幼生
が太平洋側に輸送されやすい条件の海域に産卵
群が多く集まると考えられた。また，初期生活
期に津軽暖流の流量が多い場合は，孵化幼生が
津軽暖流に沿って太平洋側に運ばれやすくなる
と考えられる。結論として，産卵期～初期生活
期の津軽暖流の流量が産卵海域と孵化幼生の輸
送条件に影響を与えるため，北日本個体群の分
散が津軽暖流の流量に規定されていると考えら
れた。

また，産卵期に青森県日本海側の水温が高い
ほど，春産卵グループは青森県以北での漁獲割
合が多くなる関係が示された（図3-21）。水温変
化に応答して漁場域が移動することは，イギリ
ス周辺のヤリイカ類（L. vularis, L. forbesi）でも
報告されている（Waluda and Pierce，1998）。
このような水温または海流の変化と漁場の時空
間変化との関係を利用すれば，漁場形成の予測
が可能と考えられることから，次節において，
漁況予測の可能性を検討する。

さらに，北日本個体群の漁獲の年変動と発生
年の１～４月における日本海の水温との間に正
の 相 関 関 係 が 見 ら れ た （ 図 3 - 2 6 ） 。 長 沼
（2000）も，対馬暖流の春季の水深50m水温と
青森県のヤリイカ漁獲量との間に相関関係があ
ることを報告している。ヤリイカ資源変動の要
因として，産卵期～初期生活期の水温が関与し
ている可能性が考えられる。この資源変動要因
については第４章において考察する。

3.3　漁況予測
　前節において，水温と海流の変化に応答して
ヤリイカの漁場域が変化することが示された。
これらの関係，および北日本個体群の分布・回
遊の知見に基づいて漁況予測の手法を検討する
ため，漁獲データと海洋データを用いて漁況予
測を試みた。

材料と方法
漁況予測の対象は冬産卵グループとし，海域

は北海道渡島支庁，青森県および岩手県の範囲
（図3-27），漁期は８月から翌年２月までとし

た。解析期間は1984～2005年とした。予測の方
法は，８～11月の漁期序盤の漁獲量から，その
後の漁獲量を予測することとした。目的変数は
12月～翌年２月までの漁獲量（Y1）とし，説明
変数は8～11月の漁期序盤の漁獲量（X1）とした
（図3-28）。漁場海域の時空間変化が予想される

図３―27　漁況予測の対象海域、渡島支庁（Oshima）、青森
県日本海海域（J Aomori）、青森県津軽海峡海域
（T Aomori）、青森県太平洋海域（P Aomori）、
岩手県（Iwate）

図３―28　対象海域のヤリイカ漁獲量の年変化および目的変
数（Y1）と説明変数（X1）
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ことから，全海域に占める青森県日本海海域の
漁獲割合と関係があった11～12月の津軽暖流の
平 均 流 量 （ X 2 ） も 説 明 変 数 に 加 え た （ 図
3-29）。さらに，成長が早い年は漁獲加入も早く

なることが予想されることから，成長と関連が
あった（第２章）尻屋崎東方沖水深100ｍ層の６
～11月の平均水温（X3）を説明変数に加えた
（図3-29）。これら３つの説明変数を用いた重回
帰分析により，12月～翌年２月までの漁獲量
（Y1）の予測を検討した。モデルの選択は，自
由度調整済み決定係数とAICにより決定した
（山田・北田，2004; Miyahara et al., 2005）。

次に，漁業経営上ヤリイカに大きく依存して
いる青森県日本海に海域を限定して予測を試み
た。目的変数は青森県日本海海域の12月～翌年
２月までの漁獲量（Y2）とし，上述の３つの説
明変数（X1-3）を用いて重回帰分析を行った。
また，８～11月の漁期序盤の漁獲量（X1）と全
海域全期間の漁獲量（X4）との単回帰式と，11
～12月の津軽暖流の平均流量（X2）と全海域に
占める青森県日本海海域の漁獲割合（X5）との
単回帰式を掛け合わせたモデル（Model I）も加
えて検討した。

　　　Model I = X4･X5, 
　　　X4 = aX1+b,  X5 = cX3+d

モデルの選択は，自由度調整済み決定係数，
AIC，および1995～2004年における前年までパ
ラメータにより外挿した予測値のAICを比較し
て決定した。

また，漁業情報に基づかない予測手法を検討
するため，着底トロールによる漁獲加入直後の
幼イカの分布密度を調べた。着底トロール調査
は，2001～2005年の毎年10月後半に実施した。
調査海域は青森県太平洋側とし，水深50～
100m，100～200m，200～300mの３水深帯で各
４調査点を設けた。着底トロール網の仕様は，
袖網長7.5ｍ，網口幅２ｍ，網口丈２ｍ，内網目
合11mmで，開口板により網口を最大限大きくす
るようにした。操業は，青森県試験調査船青鵬
丸（65トン）を用い，全て日中に行い，曳網速
度は２～３ノットを目安とした。曳網面積は，
曳網距離×袖網間隔（ネットスキャンマーによ
り平均11.9m）とした。分布密度は漁獲効率1と
し，採集個体数÷曳網面積とした。調査海域全
体の分布密度は，各水深帯の平均分布密度を算
出し，各水深帯の面積が同じと仮定して，全体
の平均分布密度を求めた。採集した個体は全て
外套長を測定した。小さい個体は雌雄の判別が
できなかったため，分布密度は雌雄別に扱わな
かった。なお，ヤリイカは外套長150mmを越え
るあたりから成長量に雌雄差が生じるとされて
おり（木下，1989），本調査で採集されたヤリ
イカは外套長150mm以下が多かった。冬産卵グ
ループの全体の漁獲量（Y3）を目的変数とし
て，分布密度（X6）と平均外套長（X7）を説明
変数にした予測モデルを検討した。解析期間が
2001～2004年の４年間と少ないため，重回帰モ
デルのパラメータはExcelのソルバー機能を用い
て最小二乗法により推定した。

結　　果
３つの説明変数（X1-3）による冬産卵グルー

プの12月～翌年２月までの漁獲量（Y1）を目的
変数とした重回帰式を推定した（表3-2）。変数
選択を行うため，一般的に用いられているF値
2.0以下（山田・北田，2004）を除去する変数減
少法を行った。その結果，変数X2とX3は除か
れ，X1のみが選択された。さらに，４つのモデ
ルを比較すると，自由度調整済み決定係数が最
も高く，AICが最も小さいモデルはModel Aで

図３―29　説明変数として用いた津軽暖流11～12月平均流
量（X2）と尻屋崎東方沖水深100m層の６～11
月平均水温（X3）の年変化
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あった（表3-3）。そこで，８～11月の漁獲量

（X1）を説明変数としたModelA（図3-30）につ

いて，1984～2004年の全期間のデータから求め
られたパラメータによる予測値と，1995年以降
で前年までのデータから求められたパラメータ
による予測値を比較したところ，1999年までは
両者に僅かながら差があるものの，2000年以降
はほとんど差がなかった（図3-31）。

次に，X1-3の３つの説明変数による青森県日
本海海域の12月～翌年２月までの漁獲量（Y1）
を 目 的 変 数 と し た 重 回 帰 式 を 推 定 し た （ 表
3-4）。変数減少法により，変数X2とX3は除か

れ，X1のみが選択された。５つのモデルを比較
したところ，自由度調整済み決定係数はModel F
が最大で，AICはModel Eが最小，1995～2004年
における前年までのデータを用いたモデルによ
るAICはModel Iが最小であった（表3-5）。そこ

表３―２　冬産卵グループ12月～翌年２月の漁獲量を目的変
数（Y1）とした重回帰式の偏回帰係数、標準偏回
帰係数、Ｆ値およびＰ値、説明変数は、８月～11
月の漁獲量（X1）、11月～12月の津軽暖流の平
均流量（X2）、尻屋崎東方沖水深100m層の６～
11月の平均水温（X3）

表３―３　冬産卵グループ12月～翌年２月の漁獲量を目的変
数（Y1）とした各重回帰モデルの説明変数、自由
度調整済み決定係数およびAIC

図３―30　８月～11月の漁獲量（X1）と12月～翌年２月の
漁獲量（Y1）との関係（Model A）

図３―31　Model Aにより回帰された予測値と前年までのパ
ラメータを用いて外挿した予測値の比較

表３―４　青森県日本海海域12月～翌年２月の漁獲量を目的
変数（Y2）とした重回帰式の、偏回帰係数、標準
偏回帰係数、Ｆ値およびＰ値、説明変数は、８～
11月の漁獲量（X1）、11～12月の津軽暖流の平
均流量（X2）、尻屋崎東方沖水深100m層の６～
11月の平均水温（X3）

表３―５　青森県日本海海域12月～翌年２月の漁獲量を目的
変数（Y2）とした各予測モデルの説明変数、自由
度調整済み決定係数、AICおよび前年までのパラ
メータにより外挿した予測値のAIC
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で，これら３つのモデルについて，1995～2004
年において前年までのデータを用いたパラメー
タによる予測値を比較すると，AICが最小で
あったMode l  Iが最もうまく再現した（図
3-32）。 

着底トロール調査によるヤリイカの分布密度
を図3-33に示した。ヤリイカは200m以浅の海域
で採集され，その海底水温は10～18℃であっ
た。水深50～100mと100～200ｍに分けて外套長
組成を比較すると，100～200mの方が大きかっ
た（図3-34）。そこで，分布密度と外套長組成を
水深50～100mと100～200ｍに分けて算出し，両
水深帯の面積比を１として，海域全体の分布密

図３―32　青森県日本海海域12月～翌年２月の漁獲量を目的
変数（Y2）とした予測モデルＥ、Ｆ、Ｉの外挿に
よる予測値の比較

図３―33　着底トロール調査によるヤリイカの分布密度と底層水温、2003年の水温は欠測
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度と平均外套長を算出した。しかし,外套長組成
に年変化がみられたことから，算出した分布密
度を単純に資源量指数とすることはできない。
そこで，分布密度（X6）と平均外套長（X7）を
説明変数（図3-35）として，冬産卵グループの全

海域全期間の漁獲量（Y3）を予測する重回帰モ

デル（Model　J）を算出した。
Model　J:　Y3 = 109.8X6 + 26.33X7-1705

実際の漁獲量とModel Jによる予測値とがうまく
適合した（図3-36）。

図３―34　着底トロール調査により採集されたヤリイカの外套長組成

図３―35　着底トロール調査によるヤリイカの分布密度と平
均外套長の年変化

図３―36　冬産卵グループの８月～翌年２月の漁獲量（Y3）
を目的変数として着底トロール調査の分布密度
（X6）と平均外套長（X7）を説明変数とした重
回帰モデルによる予測値
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考　　察
　冬産卵グループの12月～翌年２月までの漁獲
量を予測するため，漁期序盤の８～11月の漁獲
量，成長と関連のある水温，および漁場の時空
間変化と関連のある津軽暖流の流量を説明変数
として重回帰分析を行った結果，漁期序盤の漁
獲量を説明変数とした単回帰式により予測する
のが最も精度が高かった。漁期序盤の８～11月
の漁獲量が最も多いのは，青森県太平洋海域の
沖合底びき網漁業である。そこで，第１章第３
節で扱った太平洋北部沖合底びき網漁業漁場別
漁獲統計資料（東北区水産研究所八戸支所発
行）を用いて，９～11月のCPUE（１網当りの漁
獲量）と漁期序盤の８～11月の漁獲量との関係
を み た と こ ろ ， 高 い 相 関 関 係 に あ っ た （ ｒ
=0.91，p<0.01）。つまり，漁期序盤の８～11月
の漁獲量は資源豊度をよく反映した値であった
と考えられた。

次に，青森県日本海海域の12月～翌年２月ま
での漁獲量を予測するため，５つの予測モデル
を比較した結果，Model Ｉの予測が最も精度が
高かった。このModel Iとは，冬産卵グループの
資源豊度を反映していると考えられた漁期序盤
の漁獲量により，その年の冬産卵グループ全体
の漁獲量を予測した上で，太平洋側から津軽海
峡を経て日本海へ回遊する時期（11～12月）の
津軽暖流の流量によって，日本海への回遊割合
を予測するものである。

以上２つの漁獲量予測モデルについて，説明
変数のデータの入手時期を検討した。漁期序盤
（８～11月）の漁獲量については，北海道渡島
支庁では，各漁業協同組合もしくは北海道水産
技術普及指導所を通じて12月中旬には入手可
能，青森県では，各漁業協同組合より漁獲量
ベースで全体の約８割が12月中旬には入手可
能，岩手県では岩手県水産技術センターのホー
ムページ（ht t p : / /www . p r e f . i w a t e .  j p /
~hp5507/）より12月上旬には入手可能であっ
た。津軽暖流の11～12月の流量については，函
館と深浦の水位差から換算したものであり，両

地点の水位は気象庁のホームページ（http://
www.jma.go.jp/jma/index.html）でその日の水
位が即座に入手可能であり，12月中旬には12月
の平均流量を推定できると思われた。これらの
ことから，12月中旬には，冬産卵グループ12月
～翌年２月までの漁獲量と青森県日本海海域の
12月～翌年２月までの漁獲量を予測することが
できると考えられた。青森県日本海海域のヤリ
イカ漁は１月から本格化するので，この海域に
おいては利用価値の高い時期に予測できるもの
と考えられた。

漁業情報に基づかない予測手法を検討するた
め，着底トロール調査による漁獲加入直後の幼
イカの分布を調べた結果，データ数は４年間と
少ないものの，分布密度と平均外套長を説明変
数に用いた重回帰式により，冬産卵グループ全
体の漁獲量を予測することが可能と考えられ
た。分布密度調査を10月下旬に行うことで，11
月上旬には予測結果を算出することができる。
この調査を行うことで，前述の予測モデルより
も早い時期に予測ができるメリットがある。

漁獲量予測は，漁業関係者に対しては経営の
計画などに役立てられると思われるが，その一
方で，価格形成に関与することも想定される。
今後は，予測結果が価格形成に与える影響につ
いて検討する必要がある。

さらに，春産卵グループについても同様の手
法を用いて漁況予測手法を開発する必要があ
る。しかし，現在のところ，春産卵グループの
未成体は北部日本海で採集されるものの，冬産
卵グループのようにまとまって採集される海域
が見つかっていないため，今後は，春産卵グ
ループの未成体期の分布域について焦点を絞っ
て調査する必要がある。

　第４章　総合考察
4.1　資源変動要因についての検討

第３章において，1984～2003年の期間で解析
した結果，産卵期～初期生活期（１～４月）の
青森県日本海の水温と北日本個体群の年間漁獲
量との間に正の相関関係が示された（図3-26）。
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長沼（2000）は，1980～1989年のデータを用い
て，１～６月の日本海北部沿岸の50m層水温
と，青森県のヤリイカ漁獲量との間に正の相関
関 係 が あ る こ と を 示 し て い る 。 ま た ， 桜 井
（2001）は，1980年代の後半の寒冷から温暖へ
の水温レジームの変化とヤリイカの漁獲変動が
符合していることを指摘している。これらの結
果 は い ず れ も 1 9 8 0 年 代 以 降 で あ る 。 平 井
（2001）は，1950年以降の日本海における冬季
海面水温の長期変動の特徴として，約20年のサ
イクルで高低変動していること，とりわけ低温
の1980年代から1990年代への変化は顕著であっ
たことを報告している。

そこで，北日本個体群の中で最も漁獲量が多
く，かつ，長期間の漁獲統計が整備されている
青森県の漁獲量と水温との関係を調べた。水温
は，長期間の観測データがある青森県舮作崎西
方沖の海洋観測ラインにおける50m層最高水温
とした。海洋観測は，１～２月を除き月１回行
われているが，欠測もあることから，３～５月
の平均偏差を指標とした。青森県のヤリイカ年
間漁獲量（８月～翌年７月集計）と，青森県舮
作崎西方沖50m層最高水温の３～５月平均偏差
の経年変化を図4-1に示す。1980年代は，水温の

経年変化と漁獲量の年変動に対応が見られ，正
の相関関係（r=0.68，p<0.01）が認められた
が，その他の年代では，水温と漁獲量に相関が

見られなかった。1984～1986年の冬季の水温が
極めて低く，漁獲量も極めて少なかったこと
が，両者に対応が見られた特徴である。1984～
1986年の冬季の水温が極めて低かったのは日本
海全域で認められ，その期間における日本海南
西部のヤリイカ漁獲量も少なかったことから
（田，2005），冬季の低水温がヤリイカの資源
量に影響を与えた可能性が考えられる。しか
し，水温変化と漁獲量変動に対応が見られな
かった年代においても，漁獲量が大きく変動し
ていたことから，水温以外の資源変動要因も検
討する必要がある。

資源変動要因を解明するためには，再生産成
功率と環境要因との関係を調べる必要がある。
しかし，ヤリイカの漁獲係数と自然死亡係数の
推定が困難なため再生産成功率を算出すること
ができない。本研究において，水温と海流の変
化に応答して北日本個体群の分散，分布・回遊
に変化が見られたこと（第３章第２節），産卵
群の雄の体サイズに年変化が見られたこと（第
２章第２節），また，低水温と低塩分が孵化率
を低下させること（第２章第３節）が示され
た。これらの繁殖特性の変化が再生産に影響を
与えるのかについても検討する必要がある。一
般的に，資源変動は初期生活史段階の餌および
外敵による影響が最も大きいとされていること
から（田中，1998），ヤリイカの初期段階の餌
密度を調査する必要もある。いずれにしても，
今後は，漁獲係数と自然死亡係数を推定し，再
生産成功率と環境要因との関係を明らかにして
いく必要がある。

4.2　資源の有効利用についての検討
青森県太平洋海域で11～12月に外套長100～

200mmの未成熟個体が大量に漁獲されていた
（第２章第１節）。これらの未成熟個体は１～
２月に津軽海峡～青森県日本海海域で産卵する
と推測される（図1-16）。成長曲線をみると外套
長100～200mmは成長速度が速く（図2-7），ま
た，50％成熟率が193mm（雄）と171mm（雌）
であること（図2-6）を考えると，およそ２ヶ月

図４―１　青森県舮作崎西方沖50m層最高水温の３～５月平
均偏差（上図）と青森県におけるヤリイカ年間漁
獲量（８月～翌年７月集計）（下図）の経年変化
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後には産卵に寄与できると思われる。さらに，
それらの小型サイズは単価が安いことから，成
長乱獲の可能性が考えられた。

そこで，資源の有効利用を検討するため，青
森県太平洋海域において11～12月に小型サイズ
を禁漁にした場合の，産卵個体数の増加率と，
１～２月の漁獲により期待される回収率（漁獲
金額）を試算した。青森県太平洋海域の11～12
月 に 漁 獲 さ れ る ヤ リ イ カ の う ち ， 規 格 銘 柄
「Ｐ」，「Ｓ」，「100個体入」および「90個体
入」が外套長100～200mmに該当する（以下，こ
れらの規格銘柄を小型サイズと称する）。1995
～2004年の11～12月に青森県太平洋海域で漁獲
された小型サイズは50～482トンであった。小型
サイズの漁獲量を平均体重64g（外套長-体重の
関係式による外套長中央値150mmの体重）で除
した漁獲個体数と，漁獲金額を図4-2に示した。

小型サイズの漁獲個体数は785～7,528千尾（平均
3,826千尾）で，漁獲金額は３千万円～２億円
（平均１億円）であった。一方，１～２月に津
軽海峡から青森県日本海海域で漁獲された産卵
群は700～1,755トンであった。産卵群の漁獲量を
体重157g（大戸瀬漁協の平均体重）で除した漁
獲個体数と，漁獲金額を図4-3に示した。産卵群
の漁獲個体数は4,459～11,177千尾（平均8,044千
尾），漁獲金額は７～22億円（平均14億円）で
あった。産卵群の1個体単価は，小型サイズの約
6.5倍であった。

次に，11～12月に小型サイズを禁漁にした場

合の産卵個体数の増加率を検討する。産卵個体
数は，産卵期のはじめ（１月１日に設定）の資
源個体数(加入個体数)から産卵期（１～２月）の
漁獲個体数を差し引いて計算した。なお，産卵
期の自然死亡はないと仮定した。加入個体数
は，産卵期の漁獲個体数を漁獲率で除して求め
た。漁獲率は，スルメイカの漁獲率を参考に0.2
～0.4（森・永澤，2005）の範囲内で計算した。
また，禁漁による増加した分の加入個体数は，
11～12月の小型サイズの漁獲個体数（図4-2）に
２ヶ月間の自然死亡係数から計算した。ヤリイ
カの自然死亡係数は推定されていないため，ヤ
リイカの寿命と同じスルメイカの自然死亡係数
0.1／月（森・永澤，2005）を代用して計算し
た。現状の産卵個体数，禁漁により増加した分
の産卵個体数，および産卵個体数の増加率を図
4-4に示した。１～２月の漁獲率が0.2の場合，産
卵個体数の増加率は平均7％，漁獲率0.3で平均
11％，漁獲率0.4で平均15％と推定された。

次に，11～12月に小型サイズを禁漁にした場
合，１～２月の漁獲により期待される漁獲金額
の回収率を試算した。ここで，禁漁により漁獲
できなかった個体数（図4-2）のうち，１～２月
に漁獲される個体数を回収個体数と定義する。
回収個体数は，禁漁により増加した分の加入個
体数に１～２月の漁獲率を乗じて求めた。回収
個体数の金額は，回収個体数に大戸瀬漁協の１
尾単価を乗じて求めた。漁獲金額の回収率は，
11～12月の小型サイズの漁獲金額（図4-2）に対

図４―２　青森県太平洋海域における11～12月の小型サイズ
の漁獲個体数と漁獲金額の推移

図４―３　津軽海峡域から青森県日本海海域における１～２
月の産卵群の漁獲個体数と漁獲金額の推移
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する回収個体数の金額とした。11～12月に小型
サイズを禁漁にした場合に１～２月の漁獲によ
り期待される漁獲金額の回収率を図4-5に示し

た。１～２月の漁獲率が0.2の場合，１～２月に
期待される回収率（漁獲金額）は平均で103%，

漁獲率0.3では平均155%，漁獲率0.4では平均
206%と試算された。

以上のように，青森県太平洋海域で11～12月
に漁獲される小型サイズのヤリイカを禁漁にし
た場合，１～２月の漁獲率が0.2以上であるなら
ば，産卵個体数と漁獲金額が増加する試算結果
が得られた。ヤリイカ資源の有効利用を考える
場合，このような小型イカの漁獲規制が有効的
であると考えられた。ただし，漁獲規制される
のが青森県太平洋海域であるのに対して，１～
２月に漁獲するのは主に津軽海峡から青森県日
本海海域であるため，漁獲規制される漁業者と
受益者が異なる。将来，資源管理を行う際は，
このような漁業調整の問題は避けて通れないと
思われる。今後は，仮定値として用いた漁獲
率，自然死亡係数などの資源学的特性値を推定

図４―４　推定された現状の産卵個体数、禁漁により増加した分の産卵個体数、および産卵個体数の増加率

図４―５　11～12月の小型サイズを禁漁した場合に１～２月
の漁獲により期待される漁獲金額の回収率
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する必要がある。

要　　約
１.	 本研究は，青森県で最も多く漁獲される北日

本ヤリイカ個体群を資源変動解明の単位とす
ることの妥当性の検討を行い，その分布回遊
と資源変動要因を明らかにすることを目的と
した。

2.	 日本周辺の地方個体群間の遺伝的差異を検証
するため，新谷（1988）が便宜的に区分し
た４地方個体群と，青森県で漁獲される冬・
春産卵グループの分布域から採集された545
個体のヤリイカを用いて，mtDNAの５領域
のうち変異が最も多かったNC4領域の塩基配
列分析を行った。その結果，55部位で変異が
確認され，48種類のハプロタイプが出現し
た。しかし，平均ハプロタイプ多様度は
0.67，平均塩基多様度は0.003と低く，またハ
プロタイプ頻度とFST値は海域間で有意差は
なかった。これらのことから，日本周辺のヤ
リイカ地方個体群間には，遺伝的交流がある
と判断された。

3.	 ヤリイカの月別の回遊経路を調べるため，
1992～1997年に津軽海峡付近で2,380個体の
標識放流試験を行った。得られた92個体の再
捕報告と，既往の15，663個体の標識放流
データを用いて解析したところ，11～２月に
津軽海峡を西進して青森県日本海海域へ産卵
回遊する経路と，３～５月に新潟県から北海
道の日本海を北上し，一部は津軽海峡へ産卵
回遊する経路が推定された。３～５月に放流
された個体は，11～２月に放流された個体に
比べて，移動距離が大きく，移動速度も速
かった。また，新潟県から北海道檜山支庁ま
では移動交流が認められた。

4.	 ヤリイカ漁獲変動の海域間の類似性を調べる
ため，島根県以北と茨城県以北の漁獲データ
を用いて，海域間の相関分析とクラスター分

析，および漁場の推移を詳細に解析した。そ
の結果，日本海側の秋田県～宗谷付近と太平
洋側の岩手県～噴火湾の地域間では漁獲年変
動に相関関係が見られた。クラスター分析で
は，宮城県と福島県が他の海域と別のクラス
ターを形成した。宮城県から茨城県までは沖
合底びき網漁業によるヤリイカ漁場が連続し
て形成されていた。漁獲のピーク時期は，石
川県沿岸（能登半島東側）以北では連動して
いる様子が窺えるのに対して，福井県のそれ
は前者とは連動していなかった。

5.	 標識放流と漁獲変動の地域間比較で得られた
結果を基に，便宜的に区分されている4地方
個体群のうち，日本海南西部個体群，北日本
個体群および太平洋北部個体群の関係を検討
した。太平洋側の北日本個体群と宮城県以南
の太平洋北部個体群の間で，ヤリイカの生息
と産卵に不適な親潮が冬―春に接岸する岩手
県沿岸を境界として，回遊が南北方向に分か
れ，かつ漁獲年変動に類似性が認められな
かった。ただし，親潮が接岸しない年には南
北への移動が不明瞭になることから，両地方
個体群間での交流が示唆された。

6.	 また，日本海の北日本個体群と日本海南西部
個体群では，能登半島を境として産卵期の移
動が逆方向を示し，かつ，漁獲変動に類似性
が認められなかった。しかし，両地方個体群
は日本海沿岸を北上する対馬暖流の勢力範囲
に分布するため，海流による幼生の北上など
による遺伝的交流が考えられた。以上のこと
から，能登半島以北の日本海と噴火湾から岩
手県までの太平洋に分布するヤリイカ北日本
個体群は，資源変動を評価するための単位と
して妥当と判断した。

7.	 北日本個体群の産卵期は初冬から初夏までと
長く，その産卵場は季節的に沿岸に沿って移
動するため，その生活史を通した移動・回遊
経路は複雑である。本研究では，１～２月に
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津軽海峡域～青森県日本海海域で産卵するグ
ループ（冬産卵グループと称す）は，ふ化後
に津軽暖流に沿って太平洋側で成長し，秋以
降に再び青森県日本海海域へと産卵回遊する
と推定した。しかし，主に３～６月に新潟県
から北海道宗谷付近までの日本海沿岸を北上
しながら産卵するグループ（春産卵グループ
と称す）は，主に日本海陸棚域，一部は津軽
海峡―太平洋側で成長すると想定されるが，
その全容は明らかにできなかった。

8.	 北日本個体群の成長様式，産卵期および産卵
海域を推定するため，青森県沿岸各地におい
て，漁獲物の外套長組成と成熟状態を調べ
た。その結果，北日本個体群の成長様式は木
下（1989）が示した成長曲線にうまく適合
し，逆算した冬産卵グループのふ化日は4月
中旬頃と推定された。青森県沿岸の産卵期は
12～５月で，産卵海域は津軽海峡～日本海と
推 定 し た 。 5 0 ％ 成 熟 率 の 外 套 長 は 雄 が
193mm，雌が171mmと推定された。

9.	 1998～2004年の間，青森県日本海沿岸に産
卵回遊するヤリイカの生物測定を行い，産卵
群の性比，外套長組成の年変化を調べ，その
年変化の要因を検討した。産卵群の性比と雌
の外套長組成の年変化は小さいが，雄の外套
長組成と雄全体に対する小型雄（sneaker）
の比率は年変化が大きかった。初期生活期～
産卵回遊期の水温と外套長との間に正の相関
関係が見られ，水温依存型の成長が示唆され
た。ただし，2001年に雄の平均外套長が極
めて小さかった要因は，生息水温では説明で
きなかった。

10.	 様々な水温と塩分の条件で卵嚢の飼育実験を
行い，胚発生と孵化に最適な水温・塩分範囲
を調べた。応答曲面法により，孵化率の最適
条件は水温が12.2℃，塩分が36.0psuと推定さ
れた。また，胚発生が正常に進む水温下限は
8.3℃，塩分下限は28.0psu，生物学的零度は
5.2℃と推定された。卵嚢が発生に不適な

５℃の低水温に15日間さらされると孵化率が
約50％に低下し，30日間では全て死亡し
た。再生産の成否を考える上で，産卵場の水
温と塩分のモニタリングが必要と考えられ
た。

11.	 漁場水温については，主に未成体を漁獲する
八戸沖の沖合底びき網漁場では5.2～16.2℃，
産卵群を漁獲する青森県の鯵ヶ沢・大戸瀬地
区では7 .4～13 . 9℃，小泊地区では7 .9～
11.7℃，北海道松前地区では6.5～11.1℃と推
定された。小泊地区における初漁日の水温と
冬季の最低水温に強い相関があり，この関係
式を用いることで，水温による初漁日予測が
可能であった。

12.	 北日本個体群の漁場の時空間変化と海洋環境
との関係を調べた。その結果，産卵期～初期
生活期に津軽暖流の流量が多いほど，北日本
個体群のうち冬産卵グループの割合が多くな
ること，産卵期に水温が高いほど，春産卵グ
ループは青森県以北に多く産卵回遊すること
が示された。また，資源変動に水温が関与し
ている可能性が考えられた。

13.	 冬産卵グループの漁況予測の手法を検討する
ため，各地の漁獲量と水温，海流データを用
いて重回帰分析を行った。冬産卵グループの
盛漁期12月～翌年２月の漁獲量を予測するモ
デルは，8～11月の漁期序盤の漁獲量との単
回帰式が最も精度が高かった。また，青森県
日本海海域の12月～翌年２月の漁獲量を予測
するモデルは，８～11月の漁期序盤の漁獲量
と，11～12月の津軽暖流の流量による，単
回帰式の掛け合わせたモデルの精度が最も高
かった。また，青森県太平洋沖において，10
月後半に着底トロールにより未成体の分布調
査を行うことで，早期の予測が可能と考えら
れた。

14.	 北日本個体群の資源変動要因を検討した結
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果，1984～1986年の冬季の低水温が資源変
動に影響を及ぼしたと考えられた。しかし，
その他の年に関しては，水温とは別の要因が
働いていると考えられた。

15.	 ヤリイカ資源の有効利用を検討した結果，青
森県太平洋側で成長乱獲の可能性が考えら
れ，その海域で単価の安い未成体を禁漁する
ことによって，産卵個体数と漁獲金額が増加
する試算結果が得られた。

16.	 本研究では，ヤリイカ北日本個体群を資源変
動の単位と定義し，分布・回遊と海洋環境と
の関係を検討した。その結果，水温と津軽暖
流の流量の変化に応答して移動・分散するこ
とを明らかにすることができた。また，この
関係に基づいて，冬産卵グループの漁獲量の
予測が可能となった。しかし，春産卵グルー
プについては，その不足する生活史，回遊経
路などの知見を蓄積して，資源と漁獲変動を
予測できる手法の開発へと展開する必要があ
る。
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